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はじめに

　近年の更なる少子高齢化や家族形態の多様化などに加え、令和
２年は新型コロナウイルス感染症の世界的な流行による新しい
生活様式の導入など、社会環境は急激に変化しています。このよ
うな中、市民がいきいきと健やかな生活を送るためには、一人ひ
とりがその個性と能力を発揮し、家庭や職場、地域で活躍できる
男女共同参画社会を実現していく必要があります。
　国においては、「女性活躍推進法」、「政治分野における男女共
同参画の推進に関する法律」を施行し、政治・経済分野における
男女間不均衡の是正に取り組むとともに、長時間労働など従来の働き方を見直す「働き方
改革」や「ワーク・ライフ・バランス」を推進しています。
　本市においては、平成７年に「大府女性行動プラン」を策定し、平成 15 年に「おおぶ
男女共同参画推進条例」を制定しました。その後も社会環境の変化に対応するようにプラ
ンの改定を重ねてまいりました。また、平成 30 年には「イクボス宣言」を大府商工会議
所と共同して行い、同時に市長として、「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」
行動宣言に賛同するなど、様々な施策を実施して男女共同参画を推進しております。
　このたび策定しました「おおぶ男女共同参画プランⅥ」では、政策決定や職場における
女性の活躍や、仕事と介護の両立、また、男性の家事・育児への参画促進などを重点施策
として掲げており、本プランの５つの基本目標達成に向けて計画的に推進していきたいと
考えております。
　多様な働き方、生き方を選択し、その個性と能力を発揮できる「健康都市おおぶ」を築
いていけるよう、市民、事業者、教育関係者の皆様とともにプランを実行していきたいと
思っていますので、ご理解とご協力をお願いいたします。
　最後に、このプランを策定するにあたり、ご尽力いただきました、大府市男女共同参画
審議会委員を始めとする市民の皆様に心からお礼を申し上げます。

　令和３年３月

大府市長　 岡 村 秀 人



おおぶ男女共同参画プランⅥ策定にあたり

　大府市男女共同参画審議会は市長の諮問を受け、大府市が進める男女共同参画施策がさ
らに力強く推進されるよう「おおぶ男女共同参画プランⅥ」の改訂に関して審議を重ね、
ここに完成となりました。
　大府市が男女共同参画を推進する計画として、最初に策定されたものが、「大府女性行
動プラン」であり、早いものでそれから 25 年の月日が経過しました。 現在は、時代も
変わり、年号は平成から令和へとなり、社会が変化すると共に、人々の生活にも男女共同
参画の意識が浸透してきています。
　大府市は他市よりいち早く、男女共同参画に取り組んでおり、各施策を計画的に推進し
てきたことで、市民、企業、学校へとその意識が広がっていると感じております。これか
らも、一人ひとりの市民が共同参画についてさらに自覚を強め、家庭生活や、社会生活な
どで、男性と女性が今まで以上に手を取り合って暮らして行けることを望むものです。
　令和２年は、誰しもが予想できなかった新型コロナウイルス感染症の広まりという事態
に直面して、日常生活から仕事まで、全ての場面で新しい生活様式が求められております。 
そのことにより、男女が家庭にいる機会が多くなり、お互いの立場を認め合い、理解し合
うことで、さらに男女共同参画の力が湧き出てくれば、ありがたく思います。
　終わりにあたり、本計画策定に対して、多くの時間と労力を注いでくださった大府市男
女共同参画審議会委員の皆様、そしてパブリックコメントに協力してくださった市民の
方々に、厚くお礼申し上げます。
　改訂された「おおぶ男女共同参画プランⅥ」により、大府市の男女共同参画施策が今迄
以上に強く遂行されることを願う次第です。

令和３年 3 月

大府市男女共同参画審議会

会長 　池 田 逸 夫



大府市男女共同参画助言者 挨拶

　今年は新型コロナ感染症の拡大で、大変な年になりました。この災禍はまだまだ続きそ
うな気配で、社会・経済は大きな変化の時を迎えています。このような局面にあって、大
府市の共同参画社会に向けた取り組みに影響を与えそうな変化も見られます。
　現在、人々の働き方にはいろいろな変化が現れています。その最たるものは、出社せず
情報通信機器を通じて勤務する、テレワークといわれる働き方です。この働き方は、いく
つかの企業では以前から導入されていましたが、4 月の緊急事態宣言を機に、急速に広が
りました。
　テレワークに関しましては、いろいろなご意見があります。特に、労働時間の短縮につ
ながらない、仕事時間と家事・育児などの時間とのけじめをつけにくい、コミュニケーショ
ンをとりにくいなどの問題が指摘されています。
　テレワークを労働時間の短縮や仕事と家庭との両立に結び付けるためには、短い時間で
効率的に仕事ができるような工夫や、仕事にかけた時間よりも成果に重きをおくような評
価方法の導入が必要です。今は、企業にとって業務の効率化や評価方法の見直しなどに取
り組む良いチャンスです。
　さらに、テレワークを在宅勤務に限定せず、仕事場所や労働時間の多様化・柔軟化へと
広げていってはいかがでしょうか。情報通信技術を活用すれば、企業での決められた労働
時間に決まった場所で働けない人たちも少しずつ仕事に携わることができるかもしれませ
ん。職場のコミュニケーションも、場合によっては今まで以上に進むのではないでしょうか。
　最近では、家の換気や掃除をこまめに行う人が多くなったと聞きます。また、家で調理
をする機会も多くなっています。家事や家庭の大切さに気づき、また家事の楽しさを覚え
た人も少なくないはずです。これを機会に、家事を主婦一人が担うのではなく、家族全員
で少しずつ分担するやり方に変えたいものです。
　新型コロナ感染症の影響といいますと、悪い面ばかりに目が行きますが、考え方によっ
ては、社会を良い方向に変えていくきっかけもあるかと思います。大府市は他の地域に先
駆けて、共同参画社会に向けたさまざまな施策を行ってきました。大府市が、これまでの
取り組みの成果の上に立ち、さらなる変革を強力に推進していくことを希望します。

　令和３年３月

大府市男女共同参画審議会

助言者　 岸 智 子
（南山大学 教授）
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プラン策定の背景と本市の現状 



 

 

３ 本市の男女共同参画に関する現状 

本市の状況を表すデータや男女共同参画施策に関するデータについて掲載します。各
データは、男女共同参画に関する市民意識調査（以下「市男女共同参画調査」という。）
をはじめとした調査等に基づいています。 
 

人口 

本市の人口は、今後しばらくは緩やかに増加し続け、とくに 50歳代後半から 60歳代
前半と 80歳代以上において大きく増える見通しとなっています。 

【図表①】年齢階層別人口（大府市推計） 

令和元年度                  令和 12年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策・方針決定過程における女性の参画 

 本市では、大府市女性登用推進要綱に基づいて、女性又は男性のいずれか一方が、委
員の総数の 10分の４未満とならないよう努めていますが、令和２年４月現在、女性登
用率は 35.5％となっています。 

【図表②】審議会等（法令・条例設置）委員の女性登用率（各年４月現在、国は９月現在） 

 

 

 

１ 国及び愛知県の動向

国では、平成 11年に「男女共同参画社会基本法」が施行され、平成 12年に「男女共

同参画基本計画」を策定以来、改定を重ね、現在は平成 27年に策定の「第４次男女共

同参画基本計画」に基づいた男女共同参画社会の実現への取組が行われています。平成

27年に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」

という。）を制定し、女性の活躍加速に向けて施策を着実に展開しています。また、婚

姻年齢の男女統一や性犯罪の法定刑見直しなど男女共同参画に関わりの深い制度改革

の動きも活発化しています。

愛知県では、国の動きを踏まえて、平成 13年に「あいち男女共同参画プラン 21～個

性が輝く社会をめざして～」を策定し、平成 14年には「愛知県男女共同参画推進条例」

を施行しました。平成 28年に策定した「あいち男女共同参画プラン 2020～すべての人

が輝き、多様性に富んだ活力ある社会をめざして～」においては、「男女共同参画社会

に向けての意識改革」、「あらゆる分野における女性の活躍の促進」、「安心して暮らせる

社会づくり」の３つを重点目標として、数値目標を設定しながら取組を進めています。

２ 本市の動向

 本市では、平成７年に「大府女性行動プラン」を策定し、平成 11年に「おおぶ男女

共同参画プラン」へと刷新し、平成 15年には「おおぶ男女共同参画推進条例」を制定
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「性別に関わりなく個性と能力を発揮できる」社会を目指してきました。石ヶ瀬会館「ミ

ューいしがせ」（以下「石ヶ瀬会館」という。）を男女共同参画の拠点施設と位置付けて、

講座や相談事業を実施しています。様々な市民団体、事業者、教育関係者と協働して、

男女共同参画社会の実現に向けて取組を進めており、その一つとして、平成 30年には、

「イクボス宣言」や「あいち女性の活躍促進宣言」をしています。
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政策・方針決定過程における女性の参画 

 本市では、大府市女性登用推進要綱に基づいて、女性又は男性のいずれか一方が、委
員の総数の 10 分の４未満とならないよう努めていますが、令和２年４月現在、女性登
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【図表②】審議会等（法令・条例設置）委員の女性登用率（各年４月現在、国は９月現在） 

  年度 全体（人） 男性（人） 女性（人） 女性登用率
（％） 

国 
平成 26年度 1,854 1,198 656 35.38 
令和２年度 1,848 1,095 753 40.75 

愛知県 
平成 26年度 868 549 319 36.75 
令和２年度 941 564 377 40.06 

大府市 
平成 26年度 290 197 93 32.07 
令和２年度 338 218 120 35.50 
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固定的性別役割分担意識 

 前回調査とほぼ同様となっており、固定的性別役割分担意識の解消は進んでいない状
況です。また、高齢となるにつれ、その意識が強い傾向にあることが分かります。 

【図表④】「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方についてどう思いますか。 

（令和元年 市男女共同参画調査） 

 

 

 

 
 

表では年齢別かつ性別の結果を示していますが、グラフでは年齢別（全体）の結果を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

大府市（令和元年度）
大府市（平成25年度）
国（令和元年度）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
全体 39.7% 28.0% 42.2% 58.0% 14.6% 13.6% 3.5% 0.4%
10・20歳代 25.0% 3.6% 50.0% 85.7% 20.8% 10.7% 4.2% 0.0%
30歳代 34.7% 20.0% 56.5% 68.9% 8.7% 11.1% 0.0% 0.0%
40歳代 26.9% 28.8% 39.0% 50.0% 29.3% 19.2% 4.9% 1.9%
50歳代 35.5% 34.3% 32.3% 42.9% 25.8% 22.9% 6.5% 0.0%
60歳代 48.7% 28.6% 43.9% 57.2% 4.9% 14.3% 2.4% 0.0%
70歳代 59.0% 43.7% 38.4% 52.1% 0.0% 4.2% 2.6% 0.0%
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男女の地位の平等感

 ④政治の場、⑦社会通念、慣習・しきたりなど、⑧社会全体において、「男性の方が
優遇されている」との回答が約７割を占めています。一方、③学校教育の場においては、
半数以上が「平等」と回答しています。

【図表③】現代社会において、各分野で男女の地位はどのようになっていると思いますか。
（令和元年 市男女共同参画調査）
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固定的性別役割分担意識 

 前回調査とほぼ同様となっており、固定的性別役割分担意識の解消は進んでいない状
況です。また、高齢となるにつれ、その意識が強い傾向にあることが分かります。 

【図表④】「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方についてどう思いますか。 
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60歳代 48.7% 28.6% 43.9% 57.2% 4.9% 14.3% 2.4% 0.0%
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女性労働力率 

 結婚・出産期にあたる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するとい
う、いわゆるＭ字カーブが緩やかになってきています。 

【図表⑦】大府市における男女別年齢階級別労働力率（平成 27年 国勢調査） 

 

 

性別と職業 

 前回調査と比較し、「子どもができても、ずっと職業を持ち続ける方がよい」と回答
した割合が増加しました。 

【図表⑧】女性が職業を持つことについて、どうお考えですか。 

（令和元年 市男女共同参画調査） 
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家事時間

 女性は「１時間～３時間未満」、「３時間～５時間未満」と回答する人で約７割を占め
るのに対し、男性は「まったく携わっていない」、「30分未満」、「30分～１時間未満」
と回答する人で約７割を占めています。

【図表⑤】平日に家事に携わる平均的な時間はどのくらいですか。
（令和元年 市男女共同参画調査）

男性の家事参画
 「子どものころから家庭でお手伝いをすること」が 46.8％と最も多く、次いで「残
業などの長時間労働の解消」、「家事の役割分担を決めて任せること」が大切だと思う人
が多い結果となっています。

【図表⑥】男性が積極的に家事に取り組むためには、何が大切だと思いますか。（複数回答）
（令和元年 市男女共同参画調査）
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 「子どものころから家庭でお手伝いをすること」が 46.8％と最も多く、次いで「残
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ワーク・ライフ・バランス

 希望と現実にギャップがあり、現実として仕事を優先してしまう人が多くいます。

【図表⑨】生活の中で「仕事」、「家庭生活（家事、子育て、介護）」、「地域・個人の生活（地
域活動、学習、趣味、人付き合い）」について何を優先しますか。

（令和元年 市男女共同参画調査）

ＤＶ相談

 本市では、石ヶ瀬会館に女性の悩みごと相談窓口を開設しています。平成 29年度か
ら令和元年度までの３年を見ると、相談内容のうち約４割がＤＶに関する相談となって
います。

【図表⑩】大府市の女性の悩みごと相談におけるＤＶ相談件数（石ヶ瀬会館調査）
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＜参考＞ 

男女格差 

 ジェンダー・ギャップ指数は、世界各国における男女格差を経済、政治、教育、健康
の４分野で測ったものであり、スコアが１に近いほど格差が小さいことを示しています。
日本は、2020年の発表では 153か国中 121位であり、特に政治分野、経済分野におい
て男女格差が大きいとされています。 

【図表⑪】ジェンダー・ギャップ指数（Ｇｌｏｂａｌ Ｇｅｎｄｅｒ Ｇａｐ Ｒｅｐｏｒｔ 2020） 
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第
１
章男女格差

順位
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
15
19
21
53
76
81
106
108
121

国名
アイスランド
ノルウェー
フィンランド
スウェーデン
ニカラグア

ニュージーランド
アイルランド
スペイン
ルワンダ
ドイツ
フランス
カナダ
英国
米国
イタリア
ロシア
中国
韓国
日本

スコア
0.877
0.842
0.832
0.820
0.804
0.799
0.798
0.795
0.791
0.787
0.781
0.772
0.767
0.724
0.707
0.706
0.676
0.672
0.652

分野
経済
政治
教育
健康

スコア（順位）
0.598（115位）
0.049（144位）
0.983（91位）
0.979（40位）

2019年のスコア（順位）
0.595（117位）
0.081（125位）
0.994（65位）
0.979（41位）
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第２章

プラン策定の基本的な考え方



 

 

 

２ プラン推進のための基本理念 

「おおぶ男女共同参画推進条例」第２条をもとに、次のとおりとします。 

（１）性別に関わりなく個人としての能力を発揮する機会が均等に確保されること。 

（２）政策等の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

（３）社会における制度又は慣行によって、活動が制限されないよう配慮がされること。 

（４）地域、職場などの活動に対等に参画し、家庭生活における活動と両立ができるよ

うに配慮がされること。 

（５）性について理解、尊重し、生涯を通じた女性の健康への配慮がされること。 

（６）国際的な理解や協調の下に推進されること。 

 

３ 目指すまちの姿と基本目標 

本プランは、「第６次大府市総合計画」で掲げている「施策が目指す大府市の姿」を

目指すまちの姿とし、その実現のために５つの基本目標を定めます。 

目指すまちの姿 「性別に関わりなくお互いを尊重しながら支え合う、暮らしやすいまち」 

基本目標１ 政策、方針決定過程等への女性の参画と活躍 

基本目標２ 男女共同参画に資する意識改革 

基本目標３ 仕事と家庭の両立と職場における女性の活躍 

基本目標４ 生涯を通じた女性の健康づくりと男女の性の理解、尊重 

基本目標５ ＤＶの防止と女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 

４ プランの計画期間 

 本プランの計画期間は、令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）まで

の 10年間とします。ただし、社会情勢の変化等により、必要に応じて見直しを行います。 

 

 
 

１ プラン策定の趣旨

本市では、男女共同参画社会の実現に向けて、市、市民、事業者、教育関係者が力を

合わせて取り組んでおり、「おおぶ男女共同参画推進条例」が平成 15年に施行されてか

ら 17年が経過します。令和元年度に実施した市男女共同参画調査では、「固定的性別役

割分担意識」はあまり解消されておらず、男女の平等感においては、依然として「男性

優位」との回答が多い現状にあります。

また、世界各国における男女格差を測るジェンダー・ギャップ指数によると、日本の

ランキングは 153か国中 121位であり、特に政治分野、経済分野における男女格差が大

きいことが指摘されています。

近年、2015 年の国連サミットで採択されたＳＤＧｓ※（持続可能な開発目標）の 17

の目標が注目されていますが、その中でも、日本にとって重要な課題としているものの

ひとつが「ジェンダーの平等」であると言われています。

わが国においては、平成 27年に制定された「女性活躍推進法」や平成 30年に制定さ

れた「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」などにより政治・経済分野

での女性の活躍を促す全国的な取組がされているところです。

これらの流れのなかで、男女共同参画社会の実現を目指すためには、継続してプラン

を策定し、引き続き力を合わせて取り組む必要があります。

本プランでは、様々な調査などから現状と課題を把握し、大府市男女共同参画審議会

などの意見や国、愛知県の動きを盛り込みながら、「実際に何をしていくべきか」とい

った目標を明確化して、施策を推進していきます。

※ ＳＤＧｓ：持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で、包括的な17の目標と細分化した169のター

ゲットで構成されており、「地球上の誰一人取り残さない」ことを誓っています。 
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わが国においては、平成 27年に制定された「女性活躍推進法」や平成 30年に制定さ

れた「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」などにより政治・経済分野

での女性の活躍を促す全国的な取組がされているところです。 

これらの流れのなかで、男女共同参画社会の実現を目指すためには、継続してプラン

を策定し、引き続き力を合わせて取り組む必要があります。 

本プランでは、様々な調査などから現状と課題を把握し、大府市男女共同参画審議会

などの意見や国、愛知県の動きを盛り込みながら、「実際に何をしていくべきか」とい

った目標を明確化して、施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 
※ ＳＤＧｓ：持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で、包括的な17の目標と細分化した169のター

ゲットで構成されており、「地球上の誰一人取り残さない」ことを誓っています。 

年度 平成28 29 30 令和元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12

おおぶ男女共同
参画プランⅥ

第４次男女共同
参画基本計画

あいち男女共同
参画プラン2020

第６次大府市
総合計画
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「性「性「性性別に関わりなくお互いを尊重しながら支え合う、暮らしやすいまち」

３　目指すまちの姿と基本目標

２　プラン推進のための基本理念

４　プランの計画期間



６ 施策の体系 ★：重点施策

基本目標 施策の方向 具体的施策

ち
ま
い
す
や
し
ら
暮
、
う
合
え
支
ら
が
な
し
重
尊
を
い
互
お
く
な
り
わ
関
に
別
性

１

政策、方針決定過

程等への女性の

参画と活躍

（１）

（２）

２
男女共同参画に

資する意識改革

（３）

（４）

（５）

３

仕事と家庭の両

立と職場におけ

る女性の活躍

（６）

（７）

（８）

（９）

４

生涯を通じた女

性の健康づくり

と男女の性の理

解、尊重

（10）

（11）

５

ＤＶの防止と女

性に対するあら

ゆる暴力の根絶

（12）

（13）

（14）

市政運営への女性の参

画拡大

地域活動での女性の活

躍促進

男女共同参画意識の啓

発

男女平等と自立を目指

す学校教育

男女共同参画について

の学習の場の提供

ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進

職場における女性の活

躍促進

仕事との両立のための子

育て支援策の充実

仕事との両立のための

介護支援策の充実

生涯を通じた女性の健

康づくり

男女の性の理解と尊重

ＤＶ相談体制の充実と

相談窓口の周知

ＤＶ被害者の安全確保

と自立支援の充実

ＤＶ及び女性に対する

暴力防止の啓発

 ①

★ ① 審議会等委員における女性登用の推進

 ② 市女性職員の管理職への登用推進

 ①
自治区やコミュニティ、各種団体等におけ

る代表者や役員への女性の登用促進

　② 女性の視点を取り入れた防災活動の推進

 ① 市民の男女共同参画意識を高める啓発

 ① 人権教育、キャリア教育の充実

地域における学習の場の提供

★ ①
両立支援制度の充実と利用しやすい職場

環境の整備

★ ② 男性の家事育児等への参画促進

 ③
市役所におけるワーク・ライフ・バランス

の推進

★ ①
事業所における女性の管理職への登用促

進

 ② 女性の再就職、起業への支援の充実

 ① 保育園や放課後児童健全育成事業の充実

★ ① 介護に関する情報提供、相談事業等の充実

 ① 妊娠、出産への包括的支援

 ②
性差に配慮した生涯にわたる健康づくり

の支援

 ① 性に関する正しい知識の啓発

 ① ＤＶ相談体制の充実と相談窓口の周知

 ① ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実

 ② 関係機関との連携の充実

 ① ＤＶ防止のための教育と啓発

 ②
セクシュアル・ハラスメントや女性に対す

る暴力防止への啓発

画
計
進
推
躍
活
性
女

画
計
止
防
Ｖ
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５ プランの位置付け

（１）本プランは、「おおぶ男女共同参画推進条例」第９条第１項に規定する、男女共

同参画施策を総合的かつ計画的に実施するための行動計画で、市、市民、事業者、

教育関係者の責務と市の施策の基本的事項を具体的に示しています。

（２）本プランは、「第６次大府市総合計画」における男女共同参画の推進に関する個

別計画であるため、総合計画に沿った内容となっています。

（３）本プランの基本目標１「政策、方針決定過程等への女性の参画と活躍」、基本目

標２「男女共同参画に資する意識改革」、及び、基本目標３「仕事と家庭の両立と

職場における女性の活躍」にかかる施策を「女性活躍推進法」第６条第２項に基づ

く本市における「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画」

（以下「女性活躍推進計画」という。）とみなします。

（４）本プランの基本目標５「ＤＶの防止と女性に対するあらゆる暴力の根絶」にかか

る施策を「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（以下「Ｄ

Ｖ防止法」という。）第２条の３第３項に基づく本市における「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画」（以下「ＤＶ

防止計画」という。）とみなします。

法律 男女共同参画社会基本法 女性活躍推進法 ＤＶ防止法

国 第４次男女共同参画基本計画
女性の職業生活における

活躍の推進に関する基本方針

配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等のための施策

に関する基本的な方針

愛知県男女共同参画推進条例
愛知県

第６次大府市総合計画 おおぶ男女共同参画推進条例

あいち男女共同参画プラン2020

おおぶ男女共同参画プランⅥ

愛知県
配偶者からの暴力防止及び

被害者支援基本計画（４次）
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法律 男女共同参画社会基本法 女性活躍推進法 ＤＶ防止法

国 第４次男女共同参画基本計画 女性の職業生活における
活躍の推進に関する基本方針

配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等のための施策
に関する基本的な方針

愛知県男女共同参画推進条例
愛知県

愛知県
配偶者からの暴力防止及び
被害者支援基本計画（４次）

あいち男女共同参画プラン2020

おおぶ男女共同参画プランⅥ

第６次大府市総合計画 おおぶ男女共同参画推進条例



６ 施策の体系 ★：重点施策

基本目標 施策の方向 具体的施策
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ら
が
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し
重
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を
い
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関
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性

１

政策、方針決定過

程等への女性の

参画と活躍

（１）

（２）

２
男女共同参画に

資する意識改革

（３）

（４）

（５）

３

仕事と家庭の両

立と職場におけ

る女性の活躍

（６）

（７）

（８）

（９）

４

生涯を通じた女

性の健康づくり

と男女の性の理

解、尊重

（10）

（11）

５

ＤＶの防止と女

性に対するあら

ゆる暴力の根絶

（12）

（13）

（14）

市政運営への女性の参

画拡大

地域活動での女性の活

躍促進

男女共同参画意識の啓

発

男女平等と自立を目指

す学校教育

男女共同参画について

の学習の場の提供

ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進

職場における女性の活

躍促進

仕事との両立のための子

育て支援策の充実

仕事との両立のための

介護支援策の充実

生涯を通じた女性の健

康づくり

男女の性の理解と尊重

ＤＶ相談体制の充実と

相談窓口の周知

ＤＶ被害者の安全確保

と自立支援の充実

ＤＶ及び女性に対する

暴力防止の啓発

①

★ ① 審議会等委員における女性登用の推進

② 市女性職員の管理職への登用推進

①
自治区やコミュニティ、各種団体等におけ

る代表者や役員への女性の登用促進

　② 女性の視点を取り入れた防災活動の推進

① 市民の男女共同参画意識を高める啓発

① 人権教育、キャリア教育の充実

地域における学習の場の提供

★ ①
両立支援制度の充実と利用しやすい職場

環境の整備

★ ② 男性の家事育児等への参画促進

③
市役所におけるワーク・ライフ・バランス

の推進

★ ①
事業所における女性の管理職への登用促

進

② 女性の再就職、起業への支援の充実

① 保育園や放課後児童健全育成事業の充実

★ ① 介護に関する情報提供、相談事業等の充実

① 妊娠、出産への包括的支援

②
性差に配慮した生涯にわたる健康づくり

の支援

① 性に関する正しい知識の啓発

① ＤＶ相談体制の充実と相談窓口の周知

① ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実

② 関係機関との連携の充実

① ＤＶ防止のための教育と啓発

②
セクシュアル・ハラスメントや女性に対す

る暴力防止への啓発
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５ プランの位置付け 

（１）本プランは、「おおぶ男女共同参画推進条例」第９条第１項に規定する、男女共

同参画施策を総合的かつ計画的に実施するための行動計画で、市、市民、事業者、

教育関係者の責務と市の施策の基本的事項を具体的に示しています。 

（２）本プランは、「第６次大府市総合計画」における男女共同参画の推進に関する個

別計画であるため、総合計画に沿った内容となっています。 

（３）本プランの基本目標１「政策、方針決定過程等への女性の参画と活躍」、基本目

標２「男女共同参画に資する意識改革」、及び、基本目標３「仕事と家庭の両立と

職場における女性の活躍」にかかる施策を「女性活躍推進法」第６条第２項に基づ

く本市における「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画」

（以下「女性活躍推進計画」という。）とみなします。 

（４）本プランの基本目標５「ＤＶの防止と女性に対するあらゆる暴力の根絶」にかか

る施策を「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（以下「Ｄ

Ｖ防止法」という。）第２条の３第３項に基づく本市における「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画」（以下「ＤＶ

防止計画」という。）とみなします。 

 
 

法律 男女共同参画社会基本法 女性活躍推進法 ＤＶ防止法

国 第４次男女共同参画基本計画
女性の職業生活における

活躍の推進に関する基本方針

配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等のための施策

に関する基本的な方針

愛知県男女共同参画推進条例
愛知県

第６次大府市総合計画 おおぶ男女共同参画推進条例

あいち男女共同参画プラン2020

おおぶ男女共同参画プランⅥ

愛知県
配偶者からの暴力防止及び

被害者支援基本計画（４次）
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施策の方向 具体的施策

６　施策の体系

基本目標基本目標 施策の方向 具体的施策



 
 

 

 

 

 

 

第３章 

プランの内容 

 

 

  

７ 推進体制

本市では、次の組織を中心に、プランⅥを推進します。

（１）大府市男女共同参画審議会

「おおぶ男女共同参画推進条例」第 22条に基づき、大府市男女共同参画審議会を設

置し、男女共同参画の推進に関し、必要な事項を調査、審議します。

（２）大府市男女共同参画推進会議

市長を議長とし、副市長、教育長及び部長級の職員で構成し、男女共同参画の推進

に関し、全庁的な推進を図ります。

（３）大府市男女共同参画推進会議幹事会

健康未来部長を会長とし、関係各課等の課長級の職員で構成し、大府市男女共同参

画推進会議の下部組織として、男女共同参画の推進に関する調査、連絡調整等を行い

ます。

男女共同参画社会の実現 

市の責務 

教育関係者の

責務 

事業者の責務 

市民の責務 

市役所内組織 

大府市男女共同参画推進会議 

大府市男女共同参画推進会議幹事会 

大府市男女共同参画審議会 

事務局：子ども未来課 

1716

７　推進体制

教育関係者の
責務

市の責務

事業者の責務

市民の責務

男女共同参画社会の実現

大府市男女共同参画審議会

事務局：子ども未来課

市役所内組織
大府市男女共同参画推進会議
大府市男女共同参画推進会議幹事会



 
 

 

 

 

 

 

第３章 

プランの内容 

 

 

  

 

 

７ 推進体制 

本市では、次の組織を中心に、プランⅥを推進します。 

（１）大府市男女共同参画審議会 

「おおぶ男女共同参画推進条例」第 22条に基づき、大府市男女共同参画審議会を設

置し、男女共同参画の推進に関し、必要な事項を調査、審議します。 

（２）大府市男女共同参画推進会議 

市長を議長とし、副市長、教育長及び部長級の職員で構成し、男女共同参画の推進

に関し、全庁的な推進を図ります。 

（３）大府市男女共同参画推進会議幹事会 

健康未来部長を会長とし、関係各課等の課長級の職員で構成し、大府市男女共同参

画推進会議の下部組織として、男女共同参画の推進に関する調査、連絡調整等を行い

ます。 

 

 男女共同参画社会の実現 

 

市の責務 

教育関係者の

責務 

事業者の責務 

市民の責務 

市役所内組織 

大府市男女共同参画推進会議 

大府市男女共同参画推進会議幹事会 

大府市男女共同参画審議会 

事務局：子ども未来課 
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プランの内容



 
 

 

 

市政運営への女性の参画拡大 施策の方向（１）

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 

重点 

審議会等委員におけ
る女性登用の推進 

㋐全ての審議会等に女性委員が就任している状況を
維持するとともに、女性の登用を推進する。 
㋑様々な研修の機会を活用し、女性の人材育成に取
り組む。 

子ども未来課 

審議会等の事務局各課

② 
市女性職員の管理職
への登用推進 

㋐性別によらない人材登用や職員配置に配慮すると
ともに、研修等を実施し、意識啓発や能力開発を
行う。 

㋑出産育児等でキャリア不足になりがちな職員にキ
ャリアを補完する研修等を実施する。 

秘書人事課 

 

指標 現状 目標 

① 審議会等（法令・条例設置）委員の女性の割合 
35.5％ 

（Ｒ2.4） 

40％以上 

60％未満 

② 市職員女性管理職（課長級以上）の割合 
15.6％ 

（Ｒ2.4） 
20％以上 

 

施策の方向（２）地域活動での女性の活躍促進 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 

自治区やコミュニテ
ィ、各種団体等におけ
る代表者や役員への女
性の登用促進 

㋐自治区やコミュニティ活動等において女性を役員に
登用し、団体の意思決定に参画できるように働きか
ける。  

協働推進課 

子ども未来課 

団体事務局各課 

② 
女性の視点を取り入れ
た防災活動の推進 

㋐防災に女性の視点が活かされるように、地域防災活
動団体などに働きかける。 

危機管理課 

 

指標 現状 目標 

① 自治区の組長の女性割合 
15.1％ 

（Ｒ2.4) 
20％以上 

② 女性防災リーダーが活動している自主防災組織数 ７組織 10組織 

 

市民の役割 

・女性も男性も、女性が審議会等委員や団体のリーダーになることへの抵抗感をなく
しましょう。 

・地域活動に積極的に参画しましょう。  

以下の指標について、出典、算出方法などは P34-35を参照のこと。 

また、現状は（）の時点の記載がない場合、令和元年度末時点の状況、状態とする。

 
 

基本目標１ 政策、方針決定過程等への女性の参画と活躍 

 

＜現状と課題＞ 

社会の様々な課題の解決そして持続的な発展に向けて、多様な意見を取り入れ新たな

発想をもたらすために、女性の政策・方針決定過程への参画を拡大していくことが望ま

れる一方、ジェンダー・ギャップ指数によると、日本は世界に比べ、政治・経済の分野

で男女格差が大きく、低い順位となっています。（参照 P9図表⑪） 

本市では、市議会議員の女性割合は、令和３年３月現在 19人中８人で約 42％と高い

水準にあるものの、市の施策に関与する審議会等における女性割合は未だ約 35％とな

っています。（参照 P3図表②）審議会委員には団体や組織の代表者や役職者が就任する

ことが多いことから、そういった地位において女性が少ないことが要因の一つとして考

えられます。 

市職員の女性管理職の割合については、課長級以上の職員では約 16％となっており、

全国平均とほぼ同程度でありますが、着実に増加しています。さらなる登用推進のため、

性別によらない職員配置や意識啓発、キャリアに合わせた能力開発の実施が求められて

います。また、ライフステージの変化によるキャリア不足がある場合には、それを補完

する研修も必要です。 

また、市政運営と同様に、地域活動での女性の活躍も重要です。現状では、自治区や

コミュニティ等において、多くの女性が活動に参加しているものの、代表者となること

は少ないため、活動の中心を担う女性が増えるよう働きかけていくことが必要です。中

でも地域の防災力向上のためには、活動に「女性の視点」を取り入れる必要もあり、女

性の防災リーダー※の活躍が望まれます。 

女性活躍のためには、周囲の意識や理解も不可欠ですが、女性自身の意欲を高め能力

を発揮できるよう人材育成に注力する必要があります。 

 

 
※ 防災リーダー：防災士の資格取得者及び市主催の防災大学の卒業者。 
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基本目標 1 政策、方針決定過程等への女性の参画と活躍

 
 

基本目標１ 政策、方針決定過程等への女性の参画と活躍 

 

＜現状と課題＞ 

社会の様々な課題の解決そして持続的な発展に向けて、多様な意見を取り入れ新たな

発想をもたらすために、女性の政策・方針決定過程への参画を拡大していくことが望ま

れる一方、ジェンダー・ギャップ指数によると、日本は世界に比べ、政治・経済の分野

で男女格差が大きく、低い順位となっています。（参照 P9図表⑪） 

本市では、市議会議員の女性割合は、令和３年３月現在 19人中８人で約 42％と高い

水準にあるものの、市の施策に関与する審議会等における女性割合は未だ約 35％とな

っています。（参照 P3図表②）審議会委員には団体や組織の代表者や役職者が就任する

ことが多いことから、そういった地位において女性が少ないことが要因の一つとして考

えられます。 

市職員の女性管理職の割合については、課長級以上の職員では約 16％となっており、

全国平均とほぼ同程度でありますが、着実に増加しています。さらなる登用推進のため、

性別によらない職員配置や意識啓発、キャリアに合わせた能力開発の実施が求められて

います。また、ライフステージの変化によるキャリア不足がある場合には、それを補完

する研修も必要です。 

また、市政運営と同様に、地域活動での女性の活躍も重要です。現状では、自治区や

コミュニティ等において、多くの女性が活動に参加しているものの、代表者となること

は少ないため、活動の中心を担う女性が増えるよう働きかけていくことが必要です。中

でも地域の防災力向上のためには、活動に「女性の視点」を取り入れる必要もあり、女

性の防災リーダー※の活躍が望まれます。 

女性活躍のためには、周囲の意識や理解も不可欠ですが、女性自身の意欲を高め能力

を発揮できるよう人材育成に注力する必要があります。 

 

 
※ 防災リーダー：防災士の資格取得者及び市主催の防災大学の卒業者。 



市政運営への女性の参画拡大施策の方向（１）

具体的施策 施策の内容 担当課

①
重点
審議会等委員におけ
る女性登用の推進

㋐全ての審議会等に女性委員が就任している状況を
維持するとともに、女性の登用を推進する。 
㋑様々な研修の機会を活用し、女性の人材育成に取
り組む。

子ども未来課
審議会等の事務局各課

②
市女性職員の管理職
への登用推進

㋐性別によらない人材登用や職員配置に配慮すると
ともに、研修等を実施し、意識啓発や能力開発を
行う。

㋑出産育児等でキャリア不足になりがちな職員にキ
ャリアを補完する研修等を実施する。

秘書人事課

指標 現状 目標

① 審議会等（法令・条例設置）委員の女性の割合
35.5％
（Ｒ2.4）

40％以上
60％未満

② 市職員女性管理職（課長級以上）の割合
15.6％
（Ｒ2.4）

20％以上

施策の方向（２）地域活動での女性の活躍促進

具体的施策 施策の内容 担当課

①

自治区やコミュニテ
ィ、各種団体等におけ
る代表者や役員への女
性の登用促進

㋐自治区やコミュニティ活動等において女性を役員に
登用し、団体の意思決定に参画できるように働きか
ける。 

協働推進課
子ども未来課
団体事務局各課

②
女性の視点を取り入れ
た防災活動の推進

㋐防災に女性の視点が活かされるように、地域防災活
動団体などに働きかける。

危機管理課

指標 現状 目標

① 自治区の組長の女性割合
15.1％
（Ｒ2.4) 

20％以上

② 女性防災リーダーが活動している自主防災組織数 ７組織 10組織

市民の役割

・女性も男性も、女性が審議会等委員や団体のリーダーになることへの抵抗感をなく
しましょう。
・地域活動に積極的に参画しましょう。  

以下の指標について、出典、算出方法などは P34-35を参照のこと。
また、現状は（）の時点の記載がない場合、令和元年度末時点の状況、状態とする。

 
 

基本目標１ 政策、方針決定過程等への女性の参画と活躍 

 

＜現状と課題＞ 

社会の様々な課題の解決そして持続的な発展に向けて、多様な意見を取り入れ新たな

発想をもたらすために、女性の政策・方針決定過程への参画を拡大していくことが望ま

れる一方、ジェンダー・ギャップ指数によると、日本は世界に比べ、政治・経済の分野

で男女格差が大きく、低い順位となっています。（参照 P9図表⑪） 

本市では、市議会議員の女性割合は、令和３年３月現在 19人中８人で約 42％と高い

水準にあるものの、市の施策に関与する審議会等における女性割合は未だ約 35％とな

っています。（参照 P3図表②）審議会委員には団体や組織の代表者や役職者が就任する

ことが多いことから、そういった地位において女性が少ないことが要因の一つとして考

えられます。 

市職員の女性管理職の割合については、課長級以上の職員では約 16％となっており、

全国平均とほぼ同程度でありますが、着実に増加しています。さらなる登用推進のため、

性別によらない職員配置や意識啓発、キャリアに合わせた能力開発の実施が求められて

います。また、ライフステージの変化によるキャリア不足がある場合には、それを補完

する研修も必要です。 

また、市政運営と同様に、地域活動での女性の活躍も重要です。現状では、自治区や

コミュニティ等において、多くの女性が活動に参加しているものの、代表者となること

は少ないため、活動の中心を担う女性が増えるよう働きかけていくことが必要です。中

でも地域の防災力向上のためには、活動に「女性の視点」を取り入れる必要もあり、女

性の防災リーダー※の活躍が望まれます。 

女性活躍のためには、周囲の意識や理解も不可欠ですが、女性自身の意欲を高め能力

を発揮できるよう人材育成に注力する必要があります。 

 

 
※ 防災リーダー：防災士の資格取得者及び市主催の防災大学の卒業者。 
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指　標 現　状 目　標

① 自治区の組長の女性割合 15.1％
（Ｒ2.4) 20％以上

② 女性防災リーダーが活動している自主防災組織数 ７組織 10 組織

指　標 現　状 目　標

① 審議会等（法令・条例設置）委員の女性の割合 35.5％
（Ｒ2.4）

40％以上
60％未満

② 市職員女性管理職（課長級以上）の割合 15.6％
（Ｒ2.4） 20％以上

重点施策



 
 

施策の方向（３）男女共同参画意識の啓発 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
市民の男女共同参画
意識を高める啓発 

㋐広報紙や情報誌、公式ウェブサイト等により、Ｓ
ＤＧsなどの国際的な動向も視野に入れた男女共
同参画に関する意識を高める啓発を行う。 

㋑石ヶ瀬会館等で実施される男女共同参画講座やイ
ベント及びそれらに関連した事業を通して広く市
民の意識啓発を行う。 

㋒市が発行する刊行物や実施する事業等について、
男女共同参画の視点を持つように働きかける。 

㋓性的少数者の方々の人権を尊重するための啓発を
行う。 

子ども未来課 

 

指標 現状 目標 

① 
市民意識調査「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきであ
る。」に反対する人の割合 

51.3％ 

（Ｒ1.7） 
60％以上 

 

施策の方向（４）男女平等と自立を目指す学校教育 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
人権教育、キャリア
教育の充実 

㋐児童や生徒に対し、学校や家庭において男女が
互いに理解し、協力し合う教育を推進する。 

㋑将来、性別にとらわれることなく進路や職業選
択できるよう、多様なロールモデルを提示する
などして進路指導や職業観の育成を行う。 

子ども未来課 

学校教育課 

 

指標 現状 目標 

① 
市内小中学校における児童会・生徒会会長に立候補した
児童・生徒の女性の割合 

48.8％ 

(Ｒ2.6) 

40％以上 

60％未満 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

基本目標２ 男女共同参画に資する意識改革 

 

＜現状と課題＞ 

本市では、石ヶ瀬会館を男女共同参画の拠点と位置付け、講座やイベントを実施して

おり、人材の発掘や育成、意識啓発を継続的に行っています。 

しかし、令和元年度の市男女共同参画調査において、固定的性別役割分担意識が根強

く残っていることが判明しており、男女共同参画社会の実現を阻害する要因となってい

ると考えられます。（参照 P5図表④）性別に関わりなく、一人ひとりが個性と能力を発

揮するために、性的少数者の方々の人権尊重も含め、引き続き意識啓発を続けることが

重要です。 

また、男女共同参画について広く市民に理解し、行動してもらうためには、継続して

講座を開催したり、わかりやすく情報を発信したりすることが求められます。 

学校においては、男女平等教育が定着していますが、理工系分野の進路を選択する女

子が少ない傾向にあります。建築現場で働く女性や保育園で働く男性といった多様なロ

ールモデル※を提示するなどし、性別による固定的な職業観に縛られることなく、自分

らしい将来像を持てるようにする必要があります。子どものころから家庭の一員として

家事を担うことが将来の家庭生活に役立つと考えられるため、家庭での教育を含め、男

女共同参画意識の醸成が大切です。 

地域においては、誰もが容易に男女共同参画を学べるようにすることが重要です。さ

らに、同調査から、固定的性別役割分担意識は高齢になるほど高くなる傾向にあるため、

高齢者の集まる身近な場において、特に生活自立（料理、家事）に関する学習機会を提

供する必要があります。（参照 P5図表④） 

 

 

 

 
※ ロールモデル：将来の目標としたい人物。 
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基本目標 2 男女共同参画に資する意識改革

 
 

基本目標２ 男女共同参画に資する意識改革 

 

＜現状と課題＞ 

本市では、石ヶ瀬会館を男女共同参画の拠点と位置付け、講座やイベントを実施して

おり、人材の発掘や育成、意識啓発を継続的に行っています。 

しかし、令和元年度の市男女共同参画調査において、固定的性別役割分担意識が根強

く残っていることが判明しており、男女共同参画社会の実現を阻害する要因となってい

ると考えられます。（参照 P5図表④）性別に関わりなく、一人ひとりが個性と能力を発

揮するために、性的少数者の方々の人権尊重も含め、引き続き意識啓発を続けることが

重要です。 

また、男女共同参画について広く市民に理解し、行動してもらうためには、継続して

講座を開催したり、わかりやすく情報を発信したりすることが求められます。 

学校においては、男女平等教育が定着していますが、理工系分野の進路を選択する女

子が少ない傾向にあります。建築現場で働く女性や保育園で働く男性といった多様なロ

ールモデル※を提示するなどし、性別による固定的な職業観に縛られることなく、自分

らしい将来像を持てるようにする必要があります。子どものころから家庭の一員として

家事を担うことが将来の家庭生活に役立つと考えられるため、家庭での教育を含め、男

女共同参画意識の醸成が大切です。 

地域においては、誰もが容易に男女共同参画を学べるようにすることが重要です。さ

らに、同調査から、固定的性別役割分担意識は高齢になるほど高くなる傾向にあるため、

高齢者の集まる身近な場において、特に生活自立（料理、家事）に関する学習機会を提

供する必要があります。（参照 P5図表④） 

 

 

 

 
※ ロールモデル：将来の目標としたい人物。 



施策の方向（３）男女共同参画意識の啓発

具体的施策 施策の内容 担当課

①
市民の男女共同参画
意識を高める啓発

㋐広報紙や情報誌、公式ウェブサイト等により、Ｓ
ＤＧsなどの国際的な動向も視野に入れた男女共
同参画に関する意識を高める啓発を行う。

㋑石ヶ瀬会館等で実施される男女共同参画講座やイ
ベント及びそれらに関連した事業を通して広く市
民の意識啓発を行う。

㋒市が発行する刊行物や実施する事業等について、
男女共同参画の視点を持つように働きかける。

㋓性的少数者の方々の人権を尊重するための啓発を
行う。

子ども未来課

指標 現状 目標

①
市民意識調査「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきであ
る。」に反対する人の割合

51.3％
（Ｒ1.7）

60％以上

施策の方向（４）男女平等と自立を目指す学校教育

具体的施策 施策の内容 担当課

① 人権教育、キャリア
教育の充実

㋐児童や生徒に対し、学校や家庭において男女が
互いに理解し、協力し合う教育を推進する。

㋑将来、性別にとらわれることなく進路や職業選
択できるよう、多様なロールモデルを提示する
などして進路指導や職業観の育成を行う。

子ども未来課
学校教育課

指標 現状 目標

① 市内小中学校における児童会・生徒会会長に立候補した
児童・生徒の女性の割合

48.8％
(Ｒ2.6) 

40％以上
60％未満

 
 

基本目標２ 男女共同参画に資する意識改革 

 

＜現状と課題＞ 

本市では、石ヶ瀬会館を男女共同参画の拠点と位置付け、講座やイベントを実施して

おり、人材の発掘や育成、意識啓発を継続的に行っています。 

しかし、令和元年度の市男女共同参画調査において、固定的性別役割分担意識が根強

く残っていることが判明しており、男女共同参画社会の実現を阻害する要因となってい

ると考えられます。（参照 P5図表④）性別に関わりなく、一人ひとりが個性と能力を発

揮するために、性的少数者の方々の人権尊重も含め、引き続き意識啓発を続けることが

重要です。 

また、男女共同参画について広く市民に理解し、行動してもらうためには、継続して

講座を開催したり、わかりやすく情報を発信したりすることが求められます。 

学校においては、男女平等教育が定着していますが、理工系分野の進路を選択する女

子が少ない傾向にあります。建築現場で働く女性や保育園で働く男性といった多様なロ

ールモデル※を提示するなどし、性別による固定的な職業観に縛られることなく、自分

らしい将来像を持てるようにする必要があります。子どものころから家庭の一員として

家事を担うことが将来の家庭生活に役立つと考えられるため、家庭での教育を含め、男

女共同参画意識の醸成が大切です。 

地域においては、誰もが容易に男女共同参画を学べるようにすることが重要です。さ

らに、同調査から、固定的性別役割分担意識は高齢になるほど高くなる傾向にあるため、

高齢者の集まる身近な場において、特に生活自立（料理、家事）に関する学習機会を提

供する必要があります。（参照 P5図表④） 

 

 

 

 
※ ロールモデル：将来の目標としたい人物。 
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指　標 現　状 目　標

① 市民意識調査「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきであ
る。」に反対する人の割合

51.3％
（Ｒ1.7） 60％以上

指　標 現　状 目　標

① 市内小中学校における児童会・生徒会会長に立候補した
児童・生徒の女性の割合

48.8％
(Ｒ2.6)

40％以上
60％未満



 
 

基本目標３ 仕事と家庭の両立と職場における女性の活躍 

 

＜現状と課題＞ 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）が実現されることは、仕事に対して

やりがいや充実感を感じながら責任を果たすことができ、一方では家事・育児・介護や

趣味、地域活動を充実させ健康で豊かな生活ができることです。市男女共同参画調査で

は、ワーク・ライフ・バランスについて、理想と現実に大きくギャップがあるという結

果が出ています。（参照 P8図表⑨）近年、国全体として長時間労働の是正や柔軟な働き

方がしやすい環境整備等をはじめとした「働き方改革」が進んでいますが、制度を整え

るだけではなく、活用されるよう啓発をする必要があります。その取組への模範となる

よう、職場として市役所もワーク・ライフ・バランスを推進する必要があります。 

女性労働力率や市男女共同参画調査でも、女性の就業に関する現状や考え方は変化し

てきており、子どもができても職業を持ち続ける女性が増えています。（参照 P7図表⑦

⑧）その一方、平日における家事時間の調査では、女性の方が長時間携わっているとい

う結果があり、依然として女性に育児を含む家事負担が大きいことがうかがえます。（参

照 P6図表⑤）女性が出産後も働き続けるためには、夫の家事・育児への参画が欠かせ

ません。市男女共同参画調査の結果から、残業などの長時間労働により、夫の家事・育

児への参画が困難となっていることが考えられます。（参照 P6図表⑥）また、新しい生

活様式※では、テレワークなどにより在宅勤務が広がり、通勤時間の削減や柔軟な働き

方によるワーク・ライフ・バランスの推進及び男性の家事・育児への参画が見込まれる

一方、仕事と生活時間の区別があいまいで長時間労働になるおそれもあります。事業所

も従業員も仕事と家庭の両立を意識し、働き方を全般的に見直していくことが求められ

ます。 

また、子育て世代に関わる状況としては、核家族化の進展や地域社会の希薄化、共働

 
 

施策の方向（５）男女共同参画についての学習の場の提供

具体的施策 施策の内容 担当課

①
地域における学習の
場の提供

㋐身近な公共施設で男女共同参画に関する講座等を
開催する。

㋑定年後の男性向けに身近な場所で料理などの生活
自立を中心とした講座を行う。

㋒地域における男女共同参画推進活動団体への支援
を行う。

協働推進課
子ども未来課

指標 現状 目標

① 男女共同参画に関する講座等を実施した施設数 ９施設 17施設

市民の役割

・男女共同参画に関する講座などに参加し、その内容を周囲に広めましょう。

教育関係者の役割

・教育関係者も男女共同参画を理解し、取り組みましょう。
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教 育 関 係 者 の 役 割

市 民 の 役 割

指　標 現　状 目　標

① 男女共同参画に関する講座等を実施した施設数 ９施設 17施設



 
 

基本目標３ 仕事と家庭の両立と職場における女性の活躍 

 

＜現状と課題＞ 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）が実現されることは、仕事に対して

やりがいや充実感を感じながら責任を果たすことができ、一方では家事・育児・介護や

趣味、地域活動を充実させ健康で豊かな生活ができることです。市男女共同参画調査で

は、ワーク・ライフ・バランスについて、理想と現実に大きくギャップがあるという結

果が出ています。（参照 P8図表⑨）近年、国全体として長時間労働の是正や柔軟な働き

方がしやすい環境整備等をはじめとした「働き方改革」が進んでいますが、制度を整え

るだけではなく、活用されるよう啓発をする必要があります。その取組への模範となる

よう、職場として市役所もワーク・ライフ・バランスを推進する必要があります。 

女性労働力率や市男女共同参画調査でも、女性の就業に関する現状や考え方は変化し

てきており、子どもができても職業を持ち続ける女性が増えています。（参照 P7図表⑦

⑧）その一方、平日における家事時間の調査では、女性の方が長時間携わっているとい

う結果があり、依然として女性に育児を含む家事負担が大きいことがうかがえます。（参

照 P6図表⑤）女性が出産後も働き続けるためには、夫の家事・育児への参画が欠かせ

ません。市男女共同参画調査の結果から、残業などの長時間労働により、夫の家事・育

児への参画が困難となっていることが考えられます。（参照 P6図表⑥）また、新しい生

活様式※では、テレワークなどにより在宅勤務が広がり、通勤時間の削減や柔軟な働き

方によるワーク・ライフ・バランスの推進及び男性の家事・育児への参画が見込まれる

一方、仕事と生活時間の区別があいまいで長時間労働になるおそれもあります。事業所

も従業員も仕事と家庭の両立を意識し、働き方を全般的に見直していくことが求められ

ます。 

また、子育て世代に関わる状況としては、核家族化の進展や地域社会の希薄化、共働

 
 

 
 

施策の方向（５）男女共同参画についての学習の場の提供 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
地域における学習の
場の提供 

㋐身近な公共施設で男女共同参画に関する講座等を
開催する。 

㋑定年後の男性向けに身近な場所で料理などの生活
自立を中心とした講座を行う。 

㋒地域における男女共同参画推進活動団体への支援
を行う。 

協働推進課 

子ども未来課 

 

指標 現状 目標 

① 男女共同参画に関する講座等を実施した施設数 ９施設 17施設 

 

市民の役割 

・男女共同参画に関する講座などに参加し、その内容を周囲に広めましょう。 

教育関係者の役割 

・教育関係者も男女共同参画を理解し、取り組みましょう。 
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基本目標 3 仕事と家庭の両立と職場における女性の活躍



 
 

施策の方向（６）ワーク・ライフ・バランスの推進 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 

重点 

両立支援制度の充実
と利用しやすい職場
環境の整備 

㋐大府市働きやすい企業表彰を行い、ワーク・ライ
フ・バランスに関する職場環境整備の好事例紹介
を行う。 

㋑事業所向けにワーク・ライフ・バランスや働き方
改革に関する啓発を行う。 

㋒男性の育児休業取得の促進に取り組む事業所への
支援を検討する。 

㋓「愛知県ファミリー・フレンドリー企業※」登録や
「くるみん※」認定取得の促進を行う。 

㋔働く場所や時間などについて多様で柔軟な働き方
ができる制度を整え、両立支援につながるよう事
業所に啓発を行う。 

子ども未来課 

商工労政課 

② 

重点 

男性の家事育児等へ
の参画促進 

㋐家事や育児に関するスキルや意義を学ぶ場を用意
する。 

㋑ワーク・ライフ・バランスの必要性や従来の働き
方を見直す意識啓発を行う。 

㋒性別によらず介護に取り組めるよう、男性の介護
に関する意識の啓発を行う。 

高齢障がい支援課
子ども未来課 

③ 

市役所におけるワー
ク・ライフ・バランス
の推進 

㋐研修等を実施することにより、他の事業所のモデ
ルとなるよう、市役所においてワーク・ライフ・
バランスの推進を図る。 

秘書人事課 

 

指標 現状 目標 

① 
大府市雇用対策協議会※会員事業所における男性育児休業
取得実績のある事業所数 

13事業所 

（Ｒ2.6） 
23事業所以上 

② 
男性を対象とした家事や育児、介護に関する講座やセミナ
ーの実施回数 

13回 17回以上 

③ 市職員一人あたりの月平均時間外勤務時間数（年間） 11.9時間 
12時間未満を

維持 
 

 
※ 愛知県ファミリー・フレンドリー企業：愛知県が登録を推奨する制度で、仕事と育児・介護・
地域活動など仕事以外の生活を両立することができる制度と職場環境を持ち、ライフステージに応じ

た多様で柔軟な働き方を選択できるような取組を行う企業。 
※ くるみん：子育てサポート企業として厚生労働大臣の認定を受けた企業の認証。 
※ 大府市雇用対策協議会：大府市内の事業所における新卒採用活動の支援と社員定着活動の支援を
主な目的に活動する協議会。製造業、建設業、情報通信業、卸売・小売業、サービス業、医療・福祉

の事業所が加盟し会員数は 103事業所。（令和２年度現在） 
 

 

き家庭の増加により、保育園をはじめとする子育て支援事業は、よりニーズが高まって

います。待機児童対策や様々なニーズに対応するため、子どもへの影響を考慮しつつ、

子育て支援策の充実を図る必要があります。 

団塊の世代が後期高齢者である 75歳以上となる令和７年に向けて、家族の介護を抱

える人が、仕事と介護の両立ができるよう支援を充実していく必要があります。市男女

共同参画調査では、老親の介護について誰が担うと良いかとの質問に対して「性別に関

係なく血縁の者が受け持つ方がよい」との回答が７割を超えています。また、国の調査

では、男性と比べて女性のほうが介護離職する割合が高く、かつ、家族の支援が得にく

いといった状況となっています。介護はその期間・内容も多種多様であり、急な状況の

変化により仕事と介護の両立が困難となることが予測されます。そのため、退職するこ

となく、誰もが仕事を続けながら介護をできるよう、介護休業制度や介護保険制度など

の周知や制度の活用を促進すること、そして血縁の者が受け持つとしても家族間で分担

することの重要性を啓発する必要があります。障がい者の介護についても同様のことが

言えます。 

さらに、晩婚化や少子化の影響により、子育て期と老親の介護期が重なるダブルケア

※という問題も発生しています。複合的な状況に応じた対応ができるよう、相談や支援

を充実させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 新しい生活様式：新型コロナウイルスを想定した生活様式。日常生活の中で感染対策を行うもの。
働き方のスタイルとしてはテレワーク、ローテーション勤務、オンライン会議、時差出勤などがある。 

※ ダブルケア：子育てと介護を同時に担うこと。 
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き家庭の増加により、保育園をはじめとする子育て支援事業は、よりニーズが高まって

います。待機児童対策や様々なニーズに対応するため、子どもへの影響を考慮しつつ、

子育て支援策の充実を図る必要があります。 

団塊の世代が後期高齢者である 75歳以上となる令和７年に向けて、家族の介護を抱

える人が、仕事と介護の両立ができるよう支援を充実していく必要があります。市男女

共同参画調査では、老親の介護について誰が担うと良いかとの質問に対して「性別に関

係なく血縁の者が受け持つ方がよい」との回答が７割を超えています。また、国の調査

では、男性と比べて女性のほうが介護離職する割合が高く、かつ、家族の支援が得にく

いといった状況となっています。介護はその期間・内容も多種多様であり、急な状況の

変化により仕事と介護の両立が困難となることが予測されます。そのため、退職するこ

となく、誰もが仕事を続けながら介護をできるよう、介護休業制度や介護保険制度など

の周知や制度の活用を促進すること、そして血縁の者が受け持つとしても家族間で分担

することの重要性を啓発する必要があります。障がい者の介護についても同様のことが

言えます。 

さらに、晩婚化や少子化の影響により、子育て期と老親の介護期が重なるダブルケア

※という問題も発生しています。複合的な状況に応じた対応ができるよう、相談や支援

を充実させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 新しい生活様式：新型コロナウイルスを想定した生活様式。日常生活の中で感染対策を行うもの。働き
方のスタイルとしてはテレワーク、ローテーション勤務、オンライン会議、時差出勤などがある。 

※ ダブルケア：子育てと介護を同時に担うこと。 



施策の方向（６）ワーク・ライフ・バランスの推進

具体的施策 施策の内容 担当課

①

重点
両立支援制度の充実
と利用しやすい職場
環境の整備

㋐大府市働きやすい企業表彰を行い、ワーク・ライ
フ・バランスに関する職場環境整備の好事例紹介
を行う。

㋑事業所向けにワーク・ライフ・バランスや働き方
改革に関する啓発を行う。

㋒男性の育児休業取得の促進に取り組む事業所への
支援を検討する。

㋓「愛知県ファミリー・フレンドリー企業※」登録や
「くるみん※」認定取得の促進を行う。

㋔働く場所や時間などについて多様で柔軟な働き方
ができる制度を整え、両立支援につながるよう事
業所に啓発を行う。

子ども未来課
商工労政課

②
重点
男性の家事育児等へ
の参画促進

㋐家事や育児に関するスキルや意義を学ぶ場を用意
する。

㋑ワーク・ライフ・バランスの必要性や従来の働き
方を見直す意識啓発を行う。

㋒性別によらず介護に取り組めるよう、男性の介護
に関する意識の啓発を行う。

高齢障がい支援課
子ども未来課

③
市役所におけるワー
ク・ライフ・バランス
の推進

㋐研修等を実施することにより、他の事業所のモデ
ルとなるよう、市役所においてワーク・ライフ・
バランスの推進を図る。

秘書人事課

指標 現状 目標

①
大府市雇用対策協議会※会員事業所における男性育児休業
取得実績のある事業所数

13事業所
（Ｒ2.6）

23事業所以上

②
男性を対象とした家事や育児、介護に関する講座やセミナ
ーの実施回数

13回 17回以上

③ 市職員一人あたりの月平均時間外勤務時間数（年間） 11.9時間
12時間未満を

維持

※ 愛知県ファミリー・フレンドリー企業：愛知県が登録を推奨する制度で、仕事と育児・介護・
地域活動など仕事以外の生活を両立することができる制度と職場環境を持ち、ライフステージに応じ

た多様で柔軟な働き方を選択できるような取組を行う企業。

※ くるみん：子育てサポート企業として厚生労働大臣の認定を受けた企業の認証。
※ 大府市雇用対策協議会：大府市内の事業所における新卒採用活動の支援と社員定着活動の支援を
主な目的に活動する協議会。製造業、建設業、情報通信業、卸売・小売業、サービス業、医療・福祉

の事業所が加盟し会員数は 103事業所。（令和２年度現在）

 
 

き家庭の増加により、保育園をはじめとする子育て支援事業は、よりニーズが高まって

います。待機児童対策や様々なニーズに対応するため、子どもへの影響を考慮しつつ、

子育て支援策の充実を図る必要があります。 

団塊の世代が後期高齢者である 75歳以上となる令和７年に向けて、家族の介護を抱

える人が、仕事と介護の両立ができるよう支援を充実していく必要があります。市男女

共同参画調査では、老親の介護について誰が担うと良いかとの質問に対して「性別に関

係なく血縁の者が受け持つ方がよい」との回答が７割を超えています。また、国の調査

では、男性と比べて女性のほうが介護離職する割合が高く、かつ、家族の支援が得にく

いといった状況となっています。介護はその期間・内容も多種多様であり、急な状況の

変化により仕事と介護の両立が困難となることが予測されます。そのため、退職するこ

となく、誰もが仕事を続けながら介護をできるよう、介護休業制度や介護保険制度など

の周知や制度の活用を促進すること、そして血縁の者が受け持つとしても家族間で分担

することの重要性を啓発する必要があります。障がい者の介護についても同様のことが

言えます。 

さらに、晩婚化や少子化の影響により、子育て期と老親の介護期が重なるダブルケア

※という問題も発生しています。複合的な状況に応じた対応ができるよう、相談や支援

を充実させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 新しい生活様式：新型コロナウイルスを想定した生活様式。日常生活の中で感染対策を行うもの。
働き方のスタイルとしてはテレワーク、ローテーション勤務、オンライン会議、時差出勤などがある。 

※ ダブルケア：子育てと介護を同時に担うこと。 
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施策の方向（６）ワーク・ライフ・バランスの推進 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 

重点 

両立支援制度の充実
と利用しやすい職場
環境の整備 

㋐大府市働きやすい企業表彰を行い、ワーク・ライ
フ・バランスに関する職場環境整備の好事例紹介
を行う。 

㋑事業所向けにワーク・ライフ・バランスや働き方
改革に関する啓発を行う。 

㋒男性の育児休業取得の促進に取り組む事業所への
支援を検討する。 

㋓「愛知県ファミリー・フレンドリー企業※」登録や
「くるみん※」認定取得の促進を行う。 

㋔働く場所や時間などについて多様で柔軟な働き方
ができる制度を整え、両立支援につながるよう事
業所に啓発を行う。 

子ども未来課 

商工労政課 

② 

重点 

男性の家事育児等へ
の参画促進 

㋐家事や育児に関するスキルや意義を学ぶ場を用意
する。 

㋑ワーク・ライフ・バランスの必要性や従来の働き
方を見直す意識啓発を行う。 

㋒性別によらず介護に取り組めるよう、男性の介護
に関する意識の啓発を行う。 

高齢障がい支援課
子ども未来課 

③ 

市役所におけるワー
ク・ライフ・バランス
の推進 

㋐研修等を実施することにより、他の事業所のモデ
ルとなるよう、市役所においてワーク・ライフ・
バランスの推進を図る。 

秘書人事課 

 

指標 現状 目標 

① 
大府市雇用対策協議会※会員事業所における男性育児休業
取得実績のある事業所数 

13事業所 

（Ｒ2.6） 
23事業所以上 

② 
男性を対象とした家事や育児、介護に関する講座やセミナ
ーの実施回数 

13回 17回以上 

③ 市職員一人あたりの月平均時間外勤務時間数（年間） 11.9時間 
12時間未満を

維持 
 

施策の方向（７）職場における女性の活躍促進 

 
※ 愛知県ファミリー・フレンドリー企業：愛知県が登録を推奨する制度で、仕事と育児・介護・地域活動
など仕事以外の生活を両立することができる制度と職場環境を持ち、ライフステージに応じた多様で柔

軟な働き方を選択できるような取組を行う企業。 
※ くるみん：子育てサポート企業として厚生労働大臣の認定を受けた企業の認証。 
※ 大府市雇用対策協議会：大府市内の事業所における新卒採用活動の支援と社員定着活動の支援を主な目
的に活動する協議会。製造業、建設業、情報通信業、卸売・小売業、サービス業、医療・福祉の事業所

が加盟し会員数は 103事業所。（令和２年度現在） 

重点施策

重点施策

指　標 現　状 目　標

① 大府市雇用対策協議会※会員事業所における男性育児休業
取得実績のある事業所数

13事業所
（Ｒ2.6）  23事業所以上

② 男性を対象とした家事や育児、介護に関する講座やセミナ
ーの実施回数 13回 17回以上

③ 市職員一人あたりの月平均時間外勤務時間数（年間） 11.9時間 12時間未満を
維持



 
 

施策の方向（９）仕事との両立のための介護支援策の充実 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 

重点 

介護に関する情報提
供、相談事業等の充実 

㋐介護保険サービスや市の独自サービス、相談窓口
について、市民や事業所に情報を発信する。 

㋑介護者の精神面での負担軽減のため、ダブルケア
を含め、対象者に合わせた講座の開催や情報提供
等を行う。 

㋒無理なく介護を継続するためのサービスを充実さ
せることにより、両立支援を図る。 

高齢障がい支援課
子ども未来課 

 

指標 現状 目標 

① 市民意識調査「高齢者の施設や福祉サービスの満足度」 
50.9％ 

（Ｈ30） 
55％以上 

 

市民の役割 

・性別に関わりなく、家事、育児、介護などに取り組み、家族で協力して役割を担い
ましょう。 

 

事業者の役割 

・両立支援制度を利用しやすい雰囲気にしましょう。 

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法の一般事業主行動計画を策定し、実行
しましょう。 

  

施策の方向（７）職場における女性の活躍促進

具体的施策 施策の内容 担当課

①

重点
事業所における女性
の管理職への登用促
進

㋐事業所の経営者や管理職に対して意識啓発を行う
よう呼びかける。

㋑女性活躍推進法における一般事業主行動計画の策
定や「えるぼし※」認定取得を呼びかける。

子ども未来課
商工労政課

②
女性の再就職、起業へ
の支援の充実

㋐ハローワーク等と連携し、相談や情報提供、再就
職セミナーなどの支援を行う。

㋑女性の起業に関する講座の実施や支援情報の提供
を行う。

㋒事業所に対して、子育て期等に退職した女性の再
雇用制度の整備を呼びかける。

子ども未来課
商工労政課

指標 現状 目標

①
市民意識調査「職場や社会で活躍する女性が増えていると
思う。」市民の割合

58.2％
（Ｈ30）

65％以上

② 女性の再就職や起業に関する講座やセミナーの実施回数 ３回 ５回以上

施策の方向（８）仕事との両立のための子育て支援策の充実

具体的施策 施策の内容 担当課

①
保育園や放課後児童
健全育成事業の充実

㋐子どもの育ちに配慮しつつ、延長保育、休日保育
等、仕事との両立支援のための保育の充実を図る。

㋑子どもの育ちに配慮しつつ、放課後クラブ等、仕
事との両立支援のための放課後児童の育成支援を
充実させる。

幼児教育保育課
学校教育課

指標 現状 目標

① 待機児童※なしを維持
待機児童なし
（Ｒ2.4）

待機児童なし

※ えるぼし：女性の活躍に関する取組の実施状況が優良な企業で厚生労働大臣の認定を受けた企業の認
証。

※ 待機児童：
保育園：保育園調査日時点において、保育の必要性の認定(２号又は３号) がされ、特定教育・保育施

設(認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く)又は特定地域型保育事業の利用の申込

みがされているが、利用していない児童。その他、企業主導型保育事業の利用者や、大府市

認定保育室の利用者は待機児童から除外する。

放課後クラブ：放課後クラブの入所を申し込み、入所基準を満たしているが、入所できない児童。
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重点施策

 
 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 

重点 

事業所における女性
の管理職への登用促
進 

㋐事業所の経営者や管理職に対して意識啓発を行う
よう呼びかける。 

㋑女性活躍推進法における一般事業主行動計画の策
定や「えるぼし※」認定取得を呼びかける。 

子ども未来課 

商工労政課 

② 
女性の再就職、起業へ
の支援の充実 

㋐ハローワーク等と連携し、相談や情報提供、再就
職セミナーなどの支援を行う。 

㋑女性の起業に関する講座の実施や支援情報の提供
を行う。 

㋒事業所に対して、子育て期等に退職した女性の再
雇用制度の整備を呼びかける。 

子ども未来課 

商工労政課 

 

指標 現状 目標 

① 
市民意識調査「職場や社会で活躍する女性が増えていると
思う。」市民の割合 

58.2％ 

（Ｈ30） 
65％以上 

② 女性の再就職や起業に関する講座やセミナーの実施回数 ３回 ５回以上 
 

施策の方向（８）仕事との両立のための子育て支援策の充実 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
保育園や放課後児童
健全育成事業の充実 

㋐子どもの育ちに配慮しつつ、延長保育、休日保育
等、仕事との両立支援のための保育の充実を図る。 

㋑子どもの育ちに配慮しつつ、放課後クラブ等、仕
事との両立支援のための放課後児童の育成支援を
充実させる。 

幼児教育保育課
学校教育課 

 

指標 現状 目標 

① 待機児童※なしを維持 
待機児童なし
（Ｒ2.4） 

待機児童なし 

施策の方向（９）仕事との両立のための介護支援策の充実 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 重点 ㋐介護保険サービスや市の独自サービス、相談窓口 高齢障がい支援課
 
※ えるぼし：女性の活躍に関する取組の実施状況が優良な企業で厚生労働大臣の認定を受けた企業の認証。 
※ 待機児童： 

保育園：保育園調査日時点において、保育の必要性の認定(２号又は３号) がされ、特定教育・保育施

設(認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く)又は特定地域型保育事業の利用の申込

みがされているが、利用していない児童。その他、企業主導型保育事業の利用者や、大府市

認定保育室の利用者は待機児童から除外する。 

放課後クラブ：放課後クラブの入所を申し込み、入所基準を満たしているが、入所できない児童。 

指　標 現　状 目　標

① 市民意識調査「職場や社会で活躍する女性が増えていると
思う。」市民の割合

58.2％
（Ｈ30） 65％以上

② 女性の再就職や起業に関する講座やセミナーの実施回数 ３回 ５回以上

指　標 現　状 目　標

① 待機児童※なしを維持 待機児童なし
（Ｒ2.4）   待機児童なし



施策の方向（９）仕事との両立のための介護支援策の充実

具体的施策 施策の内容 担当課

①
重点
介護に関する情報提
供、相談事業等の充実

㋐介護保険サービスや市の独自サービス、相談窓口
について、市民や事業所に情報を発信する。

㋑介護者の精神面での負担軽減のため、ダブルケア
を含め、対象者に合わせた講座の開催や情報提供
等を行う。

㋒無理なく介護を継続するためのサービスを充実さ
せることにより、両立支援を図る。

高齢障がい支援課
子ども未来課

指標 現状 目標

① 市民意識調査「高齢者の施設や福祉サービスの満足度」
50.9％
（Ｈ30）

55％以上

市民の役割

・性別に関わりなく、家事、育児、介護などに取り組み、家族で協力して役割を担い
ましょう。

事業者の役割

・両立支援制度を利用しやすい雰囲気にしましょう。
・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法の一般事業主行動計画を策定し、実行
しましょう。

  

 
 

施策の方向（７）職場における女性の活躍促進 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 

重点 

事業所における女性
の管理職への登用促
進 

㋐事業所の経営者や管理職に対して意識啓発を行う
よう呼びかける。 

㋑女性活躍推進法における一般事業主行動計画の策
定や「えるぼし※」認定取得を呼びかける。 

子ども未来課 

商工労政課 

② 
女性の再就職、起業へ
の支援の充実 

㋐ハローワーク等と連携し、相談や情報提供、再就
職セミナーなどの支援を行う。 

㋑女性の起業に関する講座の実施や支援情報の提供
を行う。 

㋒事業所に対して、子育て期等に退職した女性の再
雇用制度の整備を呼びかける。 

子ども未来課 

商工労政課 

 

指標 現状 目標 

① 
市民意識調査「職場や社会で活躍する女性が増えていると
思う。」市民の割合 

58.2％ 

（Ｈ30） 
65％以上 

② 女性の再就職や起業に関する講座やセミナーの実施回数 ３回 ５回以上 
 

施策の方向（８）仕事との両立のための子育て支援策の充実 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
保育園や放課後児童
健全育成事業の充実 

㋐子どもの育ちに配慮しつつ、延長保育、休日保育
等、仕事との両立支援のための保育の充実を図る。 

㋑子どもの育ちに配慮しつつ、放課後クラブ等、仕
事との両立支援のための放課後児童の育成支援を
充実させる。 

幼児教育保育課
学校教育課 

 

指標 現状 目標 

① 待機児童※なしを維持 
待機児童なし
（Ｒ2.4） 

待機児童なし 

 
※ えるぼし：女性の活躍に関する取組の実施状況が優良な企業で厚生労働大臣の認定を受けた企業の認
証。 

※ 待機児童： 

保育園：保育園調査日時点において、保育の必要性の認定(２号又は３号) がされ、特定教育・保育施

設(認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く)又は特定地域型保育事業の利用の申込

みがされているが、利用していない児童。その他、企業主導型保育事業の利用者や、大府市

認定保育室の利用者は待機児童から除外する。 

放課後クラブ：放課後クラブの入所を申し込み、入所基準を満たしているが、入所できない児童。 
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市 民 の 役 割

事 業 者 の 役 割

高齢障がい支援課
福祉総合相談室
子ども未来課

重点施策

指　標 現　状 目　標

① 市民意識調査「高齢者の施設や福祉サービスの満足度」 50.9％
（Ｈ30） 55％以上



 
 

施策の方向（10）生涯を通じた女性の健康づくり 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
妊娠、出産への包括的
支援 

㋐全ての妊産婦との面接やリスクを抱える妊産婦へ
の支援を行う。 

㋑妊産婦に子育て支援情報の周知を図る。 

㋒不妊治療への経済的な支援を実施する。 

健康増進課 

② 

性差に配慮した生涯
にわたる健康づくり
の支援 

㋐女性特有のがん検診受診を推進する。 

㋑健康寿命を延ばす事業を実施し、平均寿命が長い
女性の健康づくり支援を行う。 

㋒女性の心や体の健康に関する相談窓口の周知を図
る。 

子ども未来課 

健康増進課 

 

指標 現状 目標 

① 全妊産婦との面談を実施する 
全妊産婦と面談
をしている 

全妊産婦と面談
をしている 

② 平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（女性） 

平均寿命87.68年 
健康寿命84.20年 
差3.48年（Ｈ29） 

平均寿命の増加分
を上回る健康寿命

の増加 
 

施策の方向（11）男女の性の理解と尊重 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
性に関する正しい知
識の啓発 

㋐思春期の子を持つ保護者に向けて、学習の機会や
情報を提供する。 

㋑学校教育において、発達段階に応じて性に関する
適切な教育を行う。 

㋒更年期症状をはじめとした男女の性差についての
学習の機会を提供する。 

子ども未来課 

健康増進課 

学校教育課 

 

指標 現状 目標 

① 
性に関する正しい知識に関する講座の実施回数（小中学校
を除く） 

０回 ２回以上 

 

市民の役割 

・自分の健康に関心を持ちましょう。 

・性に関する正しい知識を身につけましょう。 

教育関係者の役割 

・子どもが性に関する適切な教育を受けられるように配慮をしましょう。 

 
 

基本目標４ 生涯を通じた女性の健康づくりと男女の性の理解、尊重 

 

＜現状と課題＞ 

健康都市を宣言している本市において、女性の健康支援は欠かせません。そのために

は、男女の性とそれに伴う健康上の異なる課題があることについて理解し、尊重するこ

とが大切です。 

女性は妊娠や出産の可能性があり、それにより心身には大きな負荷がかかります。安

心・安全な妊娠・出産ができるよう切れ目のない支援をしていくこと、その後の子育て

について不安のないよう情報提供をしていくことが求められます。 

また、女性は男性に比べ平均寿命が長く、健康寿命との差が大きい傾向があります。

高齢になっても健康で暮らせるように支援していくことが必要です。併せて、女性特有

のがん検診の受診率向上や相談窓口の周知等による、心と体の健康づくりのサポートを

することが望まれます。 

性に関する知識については、ライフステージに合わせた啓発をする必要があります。

特に若いうちから性に関する知識を正しく身につけておくことは、予期せぬ妊娠や性被

害、加害を防ぎ、心身ともに健康で過ごしていくうえで重要であるため、継続的に啓発

を実施していくことが必要と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 29

基本目標 4 生涯を通じた女性の健康づくりと男女の性の理解、尊重



施策の方向（10）生涯を通じた女性の健康づくり

具体的施策 施策の内容 担当課

①
妊娠、出産への包括的
支援

㋐全ての妊産婦との面接やリスクを抱える妊産婦へ
の支援を行う。

㋑妊産婦に子育て支援情報の周知を図る。
㋒不妊治療への経済的な支援を実施する。

健康増進課

②
性差に配慮した生涯
にわたる健康づくり
の支援

㋐女性特有のがん検診受診を推進する。
㋑健康寿命を延ばす事業を実施し、平均寿命が長い
女性の健康づくり支援を行う。

㋒女性の心や体の健康に関する相談窓口の周知を図
る。

子ども未来課
健康増進課

指標 現状 目標

① 全妊産婦との面談を実施する
全妊産婦と面談
をしている

全妊産婦と面談
をしている

② 平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（女性）
平均寿命87.68年
健康寿命84.20年
差3.48年（Ｈ29）

平均寿命の増加分
を上回る健康寿命

の増加

施策の方向（11）男女の性の理解と尊重

具体的施策 施策の内容 担当課

①
性に関する正しい知
識の啓発

㋐思春期の子を持つ保護者に向けて、学習の機会や
情報を提供する。

㋑学校教育において、発達段階に応じて性に関する
適切な教育を行う。

㋒更年期症状をはじめとした男女の性差についての
学習の機会を提供する。

子ども未来課
健康増進課
学校教育課

指標 現状 目標

①
性に関する正しい知識に関する講座の実施回数（小中学校
を除く）

０回 ２回以上

市民の役割

・自分の健康に関心を持ちましょう。
・性に関する正しい知識を身につけましょう。

教育関係者の役割

・子どもが性に関する適切な教育を受けられるように配慮をしましょう。

 
 

基本目標４ 生涯を通じた女性の健康づくりと男女の性の理解、尊重 

 

＜現状と課題＞ 

健康都市を宣言している本市において、女性の健康支援は欠かせません。そのために

は、男女の性とそれに伴う健康上の異なる課題があることについて理解し、尊重するこ

とが大切です。 

女性は妊娠や出産の可能性があり、それにより心身には大きな負荷がかかります。安

心・安全な妊娠・出産ができるよう切れ目のない支援をしていくこと、その後の子育て

について不安のないよう情報提供をしていくことが求められます。 

また、女性は男性に比べ平均寿命が長く、健康寿命との差が大きい傾向があります。

高齢になっても健康で暮らせるように支援していくことが必要です。併せて、女性特有

のがん検診の受診率向上や相談窓口の周知等による、心と体の健康づくりのサポートを

することが望まれます。 

性に関する知識については、ライフステージに合わせた啓発をする必要があります。

特に若いうちから性に関する知識を正しく身につけておくことは、予期せぬ妊娠や性被

害、加害を防ぎ、心身ともに健康で過ごしていくうえで重要であるため、継続的に啓発

を実施していくことが必要と考えられます。 
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市 民 の 役 割

教 育 関 係 者 の 役 割

指　標 現　状 目　標

① 全妊産婦との面談を実施する 全妊産婦と面談
をしている

全妊産婦と面談
をしている

② 平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（女性）
平均寿命87.68年
健康寿命84.20年
差3.48年(H29)

平均寿命の増加分
を上回る健康寿命

の増加

指　標 現　状 目　標

① 性に関する正しい知識に関する講座の実施回数（小中学校
を除く） ０回   ２回以上



 
 

施策の方向（12）ＤＶ相談体制の充実と相談窓口の周知 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
ＤＶ相談体制の充実
と相談窓口の周知 

㋐石ヶ瀬会館における電話、面接相談や弁護士によ
る女性相談を実施する。 

㋑愛知県などの男性ＤＶ被害者相談窓口の周知を図
る。 

㋒研修等で相談員のスキルアップを行う。 

㋓広報紙や公式ウェブサイト、リーフレットなどで
相談窓口の周知を図る。 

㋔多言語での相談対応の充実と相談窓口の周知を図
る。 

子ども未来課 

 

指標 現状 目標 

① ＤＶに関する相談窓口開設の維持 
石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日 

石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日 

 

施策の方向（13）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
ＤＶ被害者の安全確
保と自立支援の充実 

㋐被害者の自立に向けて、相談員が各所に同行する
などして一貫した支援を行う。 

㋑民間ＤＶシェルター整備の財政支援を行う。 

㋒住宅の確保や就労に関する情報提供を行う。 

㋓加害者への情報漏えいがないよう、関係各課によ
る情報管理を徹底する。 

㋔住民基本台帳の閲覧制限などの制度について、被
害者へ周知する。 

子ども未来課 

ＤＶ連絡会関係各課

② 
関係機関等との連携
の充実 

㋐ＤＶ連絡会※の開催や、愛知県などが主催する会議
への参加により、関係機関、関係各課との連携を
強化する。 

㋑警察等との連携により、被害者や相談員の安全を
確保する。 

㋒ＤＶ相談マニュアルは継続的に見直しを行う。 

子ども未来課 

ＤＶ連絡会関係各課

 

指標 現状 目標 

① 安全確保体制の維持 
安全確保体制が 
整備されている 

安全確保体制が 
整備されている 

② ＤＶ連絡会の開催回数 １回 １回以上 

 
※ ＤＶ連絡会：大府市が主催するＤＶに関する連携、情報交換を目的とした会議。（参照 P33） 

 
 

基本目標５ ＤＶの防止と女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 

＜現状と課題＞ 

女性の社会進出が進んできたとはいえ、死に至るような重大な男女間の暴力は、依然

として女性が被害者となるケースが多いのが現状です。 

本市では、ＤＶ防止施策としてＮＰＯと連携しながら、専門の相談員の配置や民間の

ＤＶシェルター※の設置支援などを実施しています。また、ＤＶがもたらす子どもへの

影響を考慮し、児童虐待対応部署や警察などとも連携しながらＤＶ被害者を支援してい

ますが、今後も関係機関と連携して実施していく必要があります。 

ＤＶという言葉の認知度は高くなったものの、市男女共同参画調査では、若い世代で

1割弱がその意味を知らないという結果でした。ＤＶというと身体的暴力のイメージが

強いですが、精神的な暴力の被害にあっている人や男性の被害者もいることを含め、広

く市民に啓発することが重要です。特にＤＶの予防の意味も含め、若年層に向けてデー

トＤＶ※防止の啓発を引き続き実施していく必要があります。 

また、市男女共同参画調査において、職場や地域などにおいてもセクシュアル・ハラ

スメントが発生していることがわかり、ハラスメント防止の対策を実施する必要があり

ます。 

さらに、被害者の尊厳を著しく踏みにじる性犯罪や性暴力対策への強化として法改正

等が進められています。そのため、性犯罪や性暴力の根絶を訴える啓発をしていく必要

があります。 

 

 

 

 

 
※ ＤＶシェルター：ＤＶにあった被害者を、加害の原因たる配偶者等から隔離し、保護するための施設。 

※ デートＤＶ：カップル間で交際相手から受ける暴力のこと。 
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基本目標 5 DVの防止と女性に対するあらゆる暴力の根絶

 
 

基本目標５ ＤＶの防止と女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 

＜現状と課題＞ 

女性の社会進出が進んできたとはいえ、死に至るような重大な男女間の暴力は、依然

として女性が被害者となるケースが多いのが現状です。 

本市では、ＤＶ防止施策としてＮＰＯと連携しながら、専門の相談員の配置や民間の

ＤＶシェルター※の設置支援などを実施しています。また、ＤＶがもたらす子どもへの

影響を考慮し、児童虐待対応部署や警察などとも連携しながらＤＶ被害者を支援してい

ますが、今後も関係機関と連携して実施していく必要があります。 

ＤＶという言葉の認知度は高くなったものの、市男女共同参画調査では、若い世代で

1割弱がその意味を知らないという結果でした。ＤＶというと身体的暴力のイメージが

強いですが、精神的な暴力の被害にあっている人や男性の被害者もいることを含め、広

く市民に啓発することが重要です。特にＤＶの予防の意味も含め、若年層に向けてデー

トＤＶ※防止の啓発を引き続き実施していく必要があります。 

また、市男女共同参画調査において、職場や地域などにおいてもセクシュアル・ハラ

スメントが発生していることがわかり、ハラスメント防止の対策を実施する必要があり

ます。 

さらに、被害者の尊厳を著しく踏みにじる性犯罪や性暴力対策への強化として法改正

等が進められています。そのため、性犯罪や性暴力の根絶を訴える啓発をしていく必要

があります。 

 

 

 

 

 
※ ＤＶシェルター：ＤＶにあった被害者を、加害の原因たる配偶者等から隔離し、保護するための施設。 
※ デートＤＶ：カップル間で交際相手から受ける暴力のこと。 



施策の方向（12）ＤＶ相談体制の充実と相談窓口の周知

具体的施策 施策の内容 担当課

①
ＤＶ相談体制の充実
と相談窓口の周知

㋐石ヶ瀬会館における電話、面接相談や弁護士によ
る女性相談を実施する。

㋑愛知県などの男性ＤＶ被害者相談窓口の周知を図
る。

㋒研修等で相談員のスキルアップを行う。
㋓広報紙や公式ウェブサイト、リーフレットなどで
相談窓口の周知を図る。

㋔多言語での相談対応の充実と相談窓口の周知を図
る。

子ども未来課

指標 現状 目標

① ＤＶに関する相談窓口開設の維持
石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日

石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日

施策の方向（13）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実

具体的施策 施策の内容 担当課

①
ＤＶ被害者の安全確
保と自立支援の充実

㋐被害者の自立に向けて、相談員が各所に同行する
などして一貫した支援を行う。

㋑民間ＤＶシェルター整備の財政支援を行う。
㋒住宅の確保や就労に関する情報提供を行う。
㋓加害者への情報漏えいがないよう、関係各課によ
る情報管理を徹底する。

㋔住民基本台帳の閲覧制限などの制度について、被
害者へ周知する。

子ども未来課
ＤＶ連絡会関係各課

②
関係機関等との連携
の充実

㋐ＤＶ連絡会※の開催や、愛知県などが主催する会議
への参加により、関係機関、関係各課との連携を
強化する。

㋑警察等との連携により、被害者や相談員の安全を
確保する。

㋒ＤＶ相談マニュアルは継続的に見直しを行う。

子ども未来課
ＤＶ連絡会関係各課

指標 現状 目標

① 安全確保体制の維持
安全確保体制が
整備されている

安全確保体制が
整備されている

② ＤＶ連絡会の開催回数 １回 １回以上

※ ＤＶ連絡会：大府市が主催するＤＶに関する連携、情報交換を目的とした会議。（参照 P33）

 
 

基本目標５ ＤＶの防止と女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 

＜現状と課題＞ 

女性の社会進出が進んできたとはいえ、死に至るような重大な男女間の暴力は、依然

として女性が被害者となるケースが多いのが現状です。 

本市では、ＤＶ防止施策としてＮＰＯと連携しながら、専門の相談員の配置や民間の

ＤＶシェルター※の設置支援などを実施しています。また、ＤＶがもたらす子どもへの

影響を考慮し、児童虐待対応部署や警察などとも連携しながらＤＶ被害者を支援してい

ますが、今後も関係機関と連携して実施していく必要があります。 

ＤＶという言葉の認知度は高くなったものの、市男女共同参画調査では、若い世代で

1割弱がその意味を知らないという結果でした。ＤＶというと身体的暴力のイメージが

強いですが、精神的な暴力の被害にあっている人や男性の被害者もいることを含め、広

く市民に啓発することが重要です。特にＤＶの予防の意味も含め、若年層に向けてデー

トＤＶ※防止の啓発を引き続き実施していく必要があります。 

また、市男女共同参画調査において、職場や地域などにおいてもセクシュアル・ハラ

スメントが発生していることがわかり、ハラスメント防止の対策を実施する必要があり

ます。 

さらに、被害者の尊厳を著しく踏みにじる性犯罪や性暴力対策への強化として法改正

等が進められています。そのため、性犯罪や性暴力の根絶を訴える啓発をしていく必要

があります。 

 

 

 

 

 
※ ＤＶシェルター：ＤＶにあった被害者を、加害の原因たる配偶者等から隔離し、保護するための施設。 

※ デートＤＶ：カップル間で交際相手から受ける暴力のこと。 
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施策の方向（12）ＤＶ相談体制の充実と相談窓口の周知 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
ＤＶ相談体制の充実
と相談窓口の周知 

㋐石ヶ瀬会館における電話、面接相談や弁護士によ
る女性相談を実施する。 

㋑愛知県などの男性ＤＶ被害者相談窓口の周知を図
る。 

㋒研修等で相談員のスキルアップを行う。 

㋓広報紙や公式ウェブサイト、リーフレットなどで
相談窓口の周知を図る。 

㋔多言語での相談対応の充実と相談窓口の周知を図
る。 

子ども未来課 

 

指標 現状 目標 

① ＤＶに関する相談窓口開設の維持 
石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日 

石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日 

 

施策の方向（13）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
ＤＶ被害者の安全確
保と自立支援の充実 

㋐被害者の自立に向けて、相談員が各所に同行する
などして一貫した支援を行う。 

㋑民間ＤＶシェルター整備の財政支援を行う。 

㋒住宅の確保や就労に関する情報提供を行う。 

㋓加害者への情報漏えいがないよう、関係各課によ
る情報管理を徹底する。 

㋔住民基本台帳の閲覧制限などの制度について、被
害者へ周知する。 

子ども未来課 

ＤＶ連絡会関係各課

② 
関係機関等との連携
の充実 

㋐ＤＶ連絡会※の開催や、愛知県などが主催する会議
への参加により、関係機関、関係各課との連携を
強化する。 

㋑警察等との連携により、被害者や相談員の安全を
確保する。 

㋒ＤＶ相談マニュアルは継続的に見直しを行う。 

子ども未来課 

ＤＶ連絡会関係各課

 

指標 現状 目標 

① 安全確保体制の維持 
安全確保体制が 
整備されている 

安全確保体制が 
整備されている 

② ＤＶ連絡会の開催回数 １回 １回以上 

 
※ ＤＶ連絡会：大府市が主催するＤＶに関する連携、情報交換を目的とした会議。（参照 P33） 

指　標 現　状 目　標

① ＤＶに関する相談窓口開設の維持 石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日

  石ヶ瀬会館休館日
を除く毎日

指　標 現　状 目　標

① 安全確保体制の維持 安全確保体制が
整備されている

安全確保体制が
整備されている

② ＤＶ連絡会の開催回数 １回 １回以上

文化交流課
子ども未来課



 
 

DＶに関する支援体制 

 

※ＤＶに悩む男性の相談窓口については、愛知県男性ＤＶ被害者ホットラインがあります。 

  

地方裁判所 病院

保護命令 診断書

調定 治療

離婚裁判 カウンセリング

民間ＤＶシェルター

保護

大府市相談窓口（石ヶ瀬会館）

知人

警察 ＤＶに悩む女性

家族 友人

Ｄ
Ｖ
連
絡
会

(

子
ど
も
未
来
課

)

知多保健所 健康相談

知多児童・障害者相談センター 母子分離

東海警察署

教育委員会 就学手続、情報の適切な管理

あいち小児保健医療総合センター 子どもの心のケア

大府市高齢者・障がい者虐待防止センター 高齢者、障がい者支援

市民課 住民基本台帳の閲覧制限

文化交流課 外国人支援

愛知県
女性相談センター

女性問題相談員

専門相談員

弁護士

緊急保護、加害者対応、被害発生防止のための必要な措置

地域福祉課 生活保護

母子生活支援施設

ＤＶ被害からの脱却

子ども未来課 ＤＶ防止、母子生活支援

健康増進課 健康相談、心のケア

法テラス
自立支援

住居の相談、就業支援

建築住宅課

カウンセリングルーム 社会福祉協議会

自助グループ

福祉総合相談室 相談窓口

受診

案内

案内

相談・

支援

相談・支援

連携

連携

連携

相談・支援
連携

連携

連携

連携

施策の方向（14）ＤＶ及び女性に対する暴力防止の啓発

具体的施策 施策の内容 担当課

① ＤＶ防止のための教
育と啓発

㋐デートＤＶ防止講座の実施やパンフレット等の配
布により、若年層への啓発を行う。

㋑イベントや広報紙、公式ウェブサイトでＤＶ防止
の啓発を行う。

㋒ＤＶ加害者の更生に対する国や愛知県などの取組
について情報収集を行う。

子ども未来課

②
セクシュアル・ハラス
メントや女性に対す
る暴力防止の啓発

㋐職場や地域など様々な場で起こるセクシュアル・
ハラスメントの防止に関する啓発を行う。

㋑性犯罪・性暴力防止の啓発を行う。
子ども未来課

指標 現状 目標

① ＤＶ防止啓発講演会や講座の満足度 95％ 95％以上

②
セクシュアル・ハラスメントや性犯罪・性暴力防止啓発の
実施回数

０回 ２回以上

市民の役割

・暴力を受けたとき、一人で抱え込まないようにしましょう。
・暴力を見かけたり、悩んでいる人がいたら、声をかけ、相談先などについて教えま
しょう。
・ＤＶや性暴力も重大な人権侵害だという意識を持ちましょう。

教育関係者の役割

・子どもが性犯罪に巻き込まれないように配慮しましょう。

事業者の役割

・職場でセクシュアル・ハラスメントが起こらないようにしましょう。
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市 民 の 役 割

教 育 関 係 者 の 役 割

事 業 者 の 役 割

指　標 現　状 目　標

① ＤＶ防止啓発講演会や講座の満足度 95％ 95％以上

② セクシュアル・ハラスメントや性犯罪・性暴力防止啓発の
実施回数 ０回 ２回以上



DＶに関する支援体制

※ＤＶに悩む男性の相談窓口については、愛知県男性ＤＶ被害者ホットラインがあります。

  

地方裁判所 病院

保護命令 診断書

調定 治療

離婚裁判 カウンセリング

民間ＤＶシェルター

保護

大府市相談窓口（石ヶ瀬会館）

知人

警察 ＤＶに悩む女性

家族 友人

Ｄ
Ｖ
連
絡
会

(

子
ど
も
未
来
課

)

知多保健所 健康相談

知多児童・障害者相談センター 母子分離

東海警察署

教育委員会 就学手続、情報の適切な管理

あいち小児保健医療総合センター 子どもの心のケア

大府市高齢者・障がい者虐待防止センター 高齢者、障がい者支援

市民課 住民基本台帳の閲覧制限

文化交流課 外国人支援

愛知県
女性相談センター

女性問題相談員

専門相談員

弁護士

緊急保護、加害者対応、被害発生防止のための必要な措置

地域福祉課 生活保護

母子生活支援施設

ＤＶ被害からの脱却

子ども未来課 ＤＶ防止、母子生活支援

健康増進課 健康相談、心のケア

法テラス
自立支援

住居の相談、就業支援

建築住宅課

カウンセリングルーム 社会福祉協議会

自助グループ

福祉総合相談室 相談窓口

受診

案内

案内

相談・

支援

相談・支援

連携

連携

連携

相談・支援
連携

連携

連携

連携

 
 

施策の方向（14）ＤＶ及び女性に対する暴力防止の啓発 

具体的施策 施策の内容 担当課 

① 
ＤＶ防止のための教
育と啓発 

㋐デートＤＶ防止講座の実施やパンフレット等の配
布により、若年層への啓発を行う。 

㋑イベントや広報紙、公式ウェブサイトでＤＶ防止
の啓発を行う。 

㋒ＤＶ加害者の更生に対する国や愛知県などの取組
について情報収集を行う。 

子ども未来課 

② 

セクシュアル・ハラス
メントや女性に対す
る暴力防止の啓発 

㋐職場や地域など様々な場で起こるセクシュアル・
ハラスメントの防止に関する啓発を行う。 

㋑性犯罪・性暴力防止の啓発を行う。 

子ども未来課 

 

指標 現状 目標 

① ＤＶ防止啓発講演会や講座の満足度 95％ 95％以上 

② 
セクシュアル・ハラスメントや性犯罪・性暴力防止啓発の
実施回数 

０回 ２回以上 

 

市民の役割 

・暴力を受けたとき、一人で抱え込まないようにしましょう。 

・暴力を見かけたり、悩んでいる人がいたら、声をかけ、相談先などについて教えま
しょう。 

・ＤＶや性暴力も重大な人権侵害だという意識を持ちましょう。 

 

教育関係者の役割 

・子どもが性犯罪に巻き込まれないように配慮しましょう。 

事業者の役割 

・職場でセクシュアル・ハラスメントが起こらないようにしましょう。 
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ＤＶに関する支援体制

地方裁判所 病院

民間ＤＶシェルター
保護

連携

連携

相談・
支援

相談・支援

連携

連携

警察

知人

家族 友人
保護命令

調定
離婚裁判

診断書
治療

カウンセリング

愛知県
女性相談センター

女性問題相談員
専門相談員

弁護士

法テラス
カウンセリングルーム

自助グループ

建設総務課
社会福祉協議会

母子生活支援施設

自立支援
住居の相談、就業支援

ＤＶ被害からの脱却

大府市相談窓口（石ヶ瀬会館）

ＤＶに悩む女性

連携

連携
連携

相談・支援

受診

案内

案内

知多保健所 健康相談
知多児童・障害者相談センター 母子分離

東海警察署 緊急保護、加害者対応、被害発生防止のための必要な措置
あいち小児保健医療総合センター 子どもの心のケア

大府市高齢者・障がい者虐待防止センター 高齢者、障がい者支援
教育委員会 就学手続、情報の適切な管理

市民課 住民基本台帳の閲覧制限
文化交流課 外国人支援
地域福祉課 生活保護

福祉総合相談室 相談窓口
子ども未来課 ＤＶ防止、母子生活支援
健康増進課 健康相談、心のケア

D
V
連
絡
会
（
子
ど
も
未
来
課
）
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基本目標
－施策の方向－具体的施策

指標 現状 目標

出典、算出方法など

１－（１）－①
審議会等（法令・条例設置）委員の女性の割合 35.5％（Ｒ 2.4） 40％以上 60％未満 

法令・条例を根拠に市が設置する審議会等における女性委員の割合

１－（１）－②
市職員女性管理職（課長級以上）の割合 15.6％（Ｒ 2.4） 20％以上

管理職手当を支給されている職員（管理又は監督の地位にある職員）のうち条例等で指定する
職を占める職員における女性の割合

１－（２）－①
自治区の組長の女性割合 15.1％（Ｒ 2.4） 20％以上

各自治区を構成している単位「組」の長の女性の割合

１－（２）－②
女性防災リーダーが活動している自主防災組織数 ７組織 10 組織

防災士の資格及び大府防災大学の卒業者の女性が活動に参加している自主防災組織の数

２－（３）－①

市民意識調査「夫は外で働き、妻は家庭を守るべ
きである。」に反対する人の割合 51.3％（Ｒ 1.7） 60％以上

市民意識調査で「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方について「反対」又
は「どちらかというと反対」と答えた市民の割合

２－（４）－①
市内小中学校における児童会・生徒会会長に立候
補した児童・生徒の女性の割合 48.8％（Ｒ 2.6） 40％以上 60％未満

前期、後期を合わせた児童会長、生徒会長に立候補した女性の割合。小学校（９）、中学校（４）

２－（５）－①
男女共同参画に関する講座等を実施した施設数 ９施設 17 施設

身近な地域の施設である公民館（９）や児童（老人福祉）センター（８）で男女共同参画に関
する講座等を実施した施設の数

３－（６）－①

大府市雇用対策協議会会員事業所における男性育
児休業取得実績のある事業所数 13 事業所（Ｒ 2.6） 23 事業所以上

大府市雇用対策協議会会員事業所の中で、過去も含めて男性の育児休業取得者の実績がある事
業所数

３－（６）－②

男性を対象とした家事や育児、介護に関する講座
やセミナーの実施回数 13 回 17 回以上

市（指定管理者を含む）が市内で実施した男性を対象とした家事や育児、介護に関する講座や
セミナーの回数

３－（６）－③

市職員一人あたりの月平均時間外勤務時間数（年
間） 11.9 時間 12 時間未満を維持

正規職員一人あたりの月平均時間外勤務時間（特別職（市長、副市長、教育長）、管理職、短
時間再任用職員、派遣・出向職員、技能労務職、産前産後休暇、育児休業、休職等で当該年度
中に全く勤務しない職員を除く）

３－（７）－①

市民意識調査「職場や社会で活躍する女性が増え
ていると思う。」市民の割合 58.2％（Ｈ 30） 65％以上 

市民意識調査で「職場や社会で活躍する女性が増えていると思う」について「増えていると思
う」と答えた市民の割合

３－（７）－②
女性の再就職や起業に関する講座やセミナーの実
施回数 ３回 ５回以上

市（指定管理者を含む）が市内で行った女性の再就職や起業に関する講座やセミナーの回数

３－（８）－①

待機児童なしを維持 待機児童なし
（Ｒ 2.4） 待機児童なし

保育園：調査日時点において、保育の必要性の認定（２号又は３号） がされ、特定教育・保育
施設（認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く）又は特定地域型保育事業の利用の申
込みがされているが、利用していない児童の数（その他、企業主導型保育事業の利用者や、大
府市認定保育室の利用者は待機児童から除外する）放課後クラブ：放課後クラブの入所を申し
込み、入所基準を満たしているが、入所できない児童の数

施策の進捗状況を表す指標及び目標一覧



34 35

第
３
章

基本目標
－施策の方向－具体的施策

指標 現状 目標

出典、算出方法など

３－（９）－①

市民意識調査「高齢者の施設や福祉サービスの満
足度」 50.9％（Ｈ 30） 55％以上

市民意識調査で「高齢者の施設や福祉サービスの満足度」に「満足」、「おおむね満足」と回答
した人の割合

４－（10）－①
全妊産婦との面談を実施する 全妊産婦と面談をし

ている
全妊産婦と面談をし

ている

母子手帳の交付時に全妊産婦との面接を実施する

４－（10）－②
平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（女性）

平均寿命 87.68 年
健康寿命 84.20 年
差 3.48 年（Ｈ 29）

平均寿命の増加分を
上回る健康寿命の増

加

「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究班」が示す「健康寿
命の算定方法の方針」により算定した健康寿命の増加

４－（11）－①

性に関する正しい知識に関する講座の実施回数
（小中学校を除く） ０回 ２回以上

市（石ヶ瀬会館の指定管理者を含む）が市内で実施した性に関する正しい知識に関する講座や
セミナーの回数

５－（12）－①
ＤＶに関する相談窓口開設の維持 石ヶ瀬会館休館日を

除く毎日
石ヶ瀬会館休館日を

除く毎日

石ヶ瀬会館で実施している女性悩みごと相談が、石ヶ瀬会館休館日を除き毎日実施されている

５－（13）－①
安全確保体制の維持 安全確保体制が

整備されている
安全確保体制が
整備されている

民間ＤＶシェルターが設置され、DV 被害者の状況に合わせた同行支援や支援措置を実施する
体制ができている

５－（13）－②
ＤＶ連絡会の開催回数 １回 １回以上

関係機関が集まる、市主催のＤＶ連絡会の実施回数

５－（14）－①
ＤＶ防止啓発講演会や講座の満足度 95％ 95％以上

市（石ヶ瀬会館の指定管理者を含む）が市内で実施したＤＶ防止に関する講座やセミナーの参
加者アンケートで「満足」、「まあ満足」と答えた割合

５－（14）－②
セクシュアル・ハラスメントや性犯罪・性暴力防
止啓発の実施回数 ０回 ２回以上

市（石ヶ瀬会館の指定管理者を含む）が市内で実施した啓発の回数

※指定管理者が指定管理事業外で実施する独自事業は除く。
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１ 男女共同参画に関する出来事（年表） 

年 世 界 日 本 愛 知 県 大 府 市 

昭和50年 

（1975） 

・国連「国際婦人年」 

（1976 年～1985 年「国

連婦人の 10 年」） 

   

昭和60年 

 ・「女子に対するあらゆ

る形態の差別の撤廃に

関する条約」承認、批准

・「雇用の分野における

男女の均等な機会及び

待遇の確保等に関する

法律」（以下「男女雇用機

会均等法」という。）成立

  

昭和62年 
 ・「西暦2000年に向けての

新国内行動計画」策定 

  

昭和63年 
   ・教育委員会社会教育課

青少年婦人係設置 

平成元年 

（1989） 

  ・「あいち女性プラン」策

定 

・第１回「おおぶ女性の

つどい」開催 

・石ヶ瀬会館開館 

平成２年 

・国連経済社会理事会

「ナイロビ将来戦略の

見直しと評価に伴う勧

告及び結論」採択 

・合計特殊出生率 1.57

に急落、少子化対策強化

  

平成３年 

   ・「女性の自立と社会参

加の推進」を第３次大府

市総合計画に位置付け 

平成４年 

 ・「育児休業等に関する

法律」施行 

・「岩手銀行事件」で提訴

した女性行員が勝訴（仙

台高裁） 

 ・女性を中心にした市民

活動の活発化（アスパや

エコバックの普及活動

など環境問題への取組

本格化、高齢者福祉の分

野での市民団体設立） 

平成５年 

 ・中学校での家庭科の男

女必修開始 

・「短時間労働者の雇用

管理の改善等に関する

法律」成立 

  

平成６年 
 ・高等学校での家庭科の

男女必修開始 

・「あいち農山漁村女性

プラン」策定 

・「大府市女性登用推進

要綱」施行 

平成７年 

・第４回世界女性会議

「北京宣言及び行動綱

領」採択 

・「育児・介護休業法」施

行 

 ・「大府女性行動プラン」

策定 

平成８年 

 ・「男女共同参画 2000 年

プラン」策定 

・愛知県女性総合センタ

ー開館 

・組織改正により企画部

青少年女性室 

・石ヶ瀬会館に男女共同

参画行政専門員配置 

平成９年 

 ・「男女雇用機会均等法」

改正 

・「あいち男女共同参画

2000 年プラン」策定 

・女性団体の連携の強化

や情報交換を目的に「お

おぶ女性連絡会」発足 
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１ 男女共同参画に関する出来事（年表） 

年 世 界 日 本 愛 知 県 大 府 市 

昭和50年 

（1975） 

・国連「国際婦人年」 

（1976 年～1985 年「国

連婦人の 10 年」） 

   

昭和60年 

 ・「女子に対するあらゆ

る形態の差別の撤廃に

関する条約」承認、批准

・「雇用の分野における

男女の均等な機会及び

待遇の確保等に関する

法律」（以下「男女雇用機

会均等法」という。）成立

  

昭和62年 
 ・「西暦2000年に向けての

新国内行動計画」策定 

  

昭和63年 
   ・教育委員会社会教育課

青少年婦人係設置 

平成元年 

（1989） 

  ・「あいち女性プラン」策

定 

・第１回「おおぶ女性の

つどい」開催 

・石ヶ瀬会館開館 

平成２年 

・国連経済社会理事会

「ナイロビ将来戦略の

見直しと評価に伴う勧

告及び結論」採択 

・合計特殊出生率 1.57

に急落、少子化対策強化

  

平成３年 

   ・「女性の自立と社会参

加の推進」を第３次大府

市総合計画に位置付け 

平成４年 

 ・「育児休業等に関する

法律」施行 

・「岩手銀行事件」で提訴

した女性行員が勝訴（仙

台高裁） 

 ・女性を中心にした市民

活動の活発化（アスパや

エコバックの普及活動

など環境問題への取組

本格化、高齢者福祉の分

野での市民団体設立） 

平成５年 

 ・中学校での家庭科の男

女必修開始 

・「短時間労働者の雇用

管理の改善等に関する

法律」成立 

  

平成６年 
 ・高等学校での家庭科の

男女必修開始 

・「あいち農山漁村女性

プラン」策定 

・「大府市女性登用推進

要綱」施行 

平成７年 

・第４回世界女性会議

「北京宣言及び行動綱

領」採択 

・「育児・介護休業法」施

行 

 ・「大府女性行動プラン」

策定 

平成８年 

 ・「男女共同参画 2000 年

プラン」策定 

・愛知県女性総合センタ

ー開館 

・組織改正により企画部

青少年女性室 

・石ヶ瀬会館に男女共同

参画行政専門員配置 

平成９年 

 ・「男女雇用機会均等法」

改正 

・「あいち男女共同参画

2000 年プラン」策定 

・女性団体の連携の強化

や情報交換を目的に「お

おぶ女性連絡会」発足 
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念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以

下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を

有する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女

共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じ

た施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。  

（国民の責務）  

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社

会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけ

ればならない。  

（法制上の措置等）  

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上

の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会

の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての報告を提出しな

ければならない。  

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社

会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした

文書を作成し、これを国会に提出しなければならな

い。  

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定

めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴い

て、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が

あったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を

公表しなければならない。  

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更に

ついて準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案

して、当該都道府県の区域における男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に

講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男

女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策に

ついての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画

計画」という。）を定めるように努めなければなら

ない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計

画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、

及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形

成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じ

て、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情

の処理のために必要な措置及び性別による差別的取

扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要

因によって人権が侵害された場合における被害者の

救済を図るために必要な措置を講じなければならな

い。  

（調査研究）  

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究そ

の他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の策定に必要な調査研究を推進するように努めるも

のとする。  

（国際的協調のための措置）  

２ 男女共同参画社会基本法 
平成十一年 六月二十三日法律第七十八号 

改正 平成十一年 七月 十六日法律第 百二号 

同 平成十一年十二月二十二日法律第百六十号 

目次

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十

八条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々

な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着

実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされ

ている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等

我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上

で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分

に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、

緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実

現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と

位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていく

ことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理

念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって

国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成

に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、こ

の法律を制定する。 

第一章 総則

（目的）  

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。  

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対

等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確

保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。  

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る

男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を

積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人とし

ての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差

別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力

を発揮する機会が確保されることその他の男女の人

権が尊重されることを旨として、行われなければな

らない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会

における制度又は慣行が、性別による固定的な役割

分担等を反映して、男女の社会における活動の選択

に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女

共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれが

あることにかんがみ、社会における制度又は慣行が

男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響

をできる限り中立なものとするように配慮されなけ

ればならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の

対等な構成員として、国若しくは地方公共団体にお

ける政策又は民間の団体における方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを旨と

して、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する

男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動につ

いて家族の一員としての役割を円滑に果たし、か

つ、当該活動以外の活動を行うことができるように

することを旨として、行われなければならない。  

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会に

おける取組と密接な関係を有していることにかんが

み、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に

行われなければならない。  

（国の責務）  

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同

参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理
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念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以

下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を

有する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女

共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じ

た施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。  

（国民の責務）  

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社

会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけ

ればならない。  

（法制上の措置等）  

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上

の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会

の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての報告を提出しな

ければならない。  

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社

会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした

文書を作成し、これを国会に提出しなければならな

い。  

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定

めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴い

て、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が

あったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を

公表しなければならない。  

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更に

ついて準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案

して、当該都道府県の区域における男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に

講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男

女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策に

ついての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画

計画」という。）を定めるように努めなければなら

ない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計

画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、

及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形

成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じ

て、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情

の処理のために必要な措置及び性別による差別的取

扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要

因によって人権が侵害された場合における被害者の

救済を図るために必要な措置を講じなければならな

い。  

（調査研究）  

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究そ

の他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の策定に必要な調査研究を推進するように努めるも

のとする。  

（国際的協調のための措置）  

 
 

２ 男女共同参画社会基本法 
平成十一年 六月二十三日法律第七十八号 

改正 平成十一年 七月 十六日法律第 百二号 

同 平成十一年十二月二十二日法律第百六十号 

 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十

八条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々

な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着

実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされ

ている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等

我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上

で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分

に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、

緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実

現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と

位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていく

ことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理

念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって

国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成

に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、こ

の法律を制定する。 

 

第一章 総則  

（目的）  

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。  

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対

等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確

保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。  

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る

男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を

積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人とし

ての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差

別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力

を発揮する機会が確保されることその他の男女の人

権が尊重されることを旨として、行われなければな

らない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会

における制度又は慣行が、性別による固定的な役割

分担等を反映して、男女の社会における活動の選択

に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女

共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれが

あることにかんがみ、社会における制度又は慣行が

男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響

をできる限り中立なものとするように配慮されなけ

ればならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の

対等な構成員として、国若しくは地方公共団体にお

ける政策又は民間の団体における方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを旨と

して、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する

男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動につ

いて家族の一員としての役割を円滑に果たし、か

つ、当該活動以外の活動を行うことができるように

することを旨として、行われなければならない。  

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会に

おける取組と密接な関係を有していることにかんが

み、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に

行われなければならない。  

（国の責務）  

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同

参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理
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３ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
平成十三年四月十三日法律第三十一号 

 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等

（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条

―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に

向けた取組が行われている。ところが、配偶者からの

暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であ

るにもかかわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行

われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者

は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である

女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊

厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。この

ような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を

図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を

保護するための施策を講ずることが必要である。この

ことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている

国際社会における取組にも沿うものである。ここに、

配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援

等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定す

る。 

 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」と

は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすも

のをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有

害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条

の二において「身体に対する暴力等」と総称す

る。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を

受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取

り消された場合にあっては、当該配偶者であった者

から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むもの

とする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの

暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をし

ていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離

婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を

防止するとともに、被害者の自立を支援することを

含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大

臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項に

おいて「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基

本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三

項において「基本方針」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次

条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町

村基本計画の指針となるべきものを定めるものとす

る。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更し

ようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長

に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都

道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「都道府県基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方

針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当

該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害

 
 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協

調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との

情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する

国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な

措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が

男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を

支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講

ずるように努めるものとする。  

 

第三章 男女共同参画会議  

（設置）  

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三

項に規定する事項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は

関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政

策及び重要事項を調査審議すること。  

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府

の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響

を調査し、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べるこ

と。  

（組織）  

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をも

って組織する。  

（議長）  

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を

有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する

者  

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の

総数の十分の五未満であってはならない。  

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方

の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の

四未満であってはならない。  

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年

とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残

任期間とする。  

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることがで

きる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために

必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対

し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提

出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。  

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要

があると認めるときは、前項に規定する者以外の者

に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織

及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項

は、政令で定める。  

 

附則抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

 

以下、省略。 
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３ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
平成十三年四月十三日法律第三十一号 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等

（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条

―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に

向けた取組が行われている。ところが、配偶者からの

暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であ

るにもかかわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行

われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者

は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である

女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊

厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。この

ような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を

図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を

保護するための施策を講ずることが必要である。この

ことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている

国際社会における取組にも沿うものである。ここに、

配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援

等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定す

る。 

第一章 総則

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」と

は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすも

のをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有

害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条

の二において「身体に対する暴力等」と総称す

る。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を

受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取

り消された場合にあっては、当該配偶者であった者

から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むもの

とする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの

暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をし

ていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離

婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を

防止するとともに、被害者の自立を支援することを

含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大

臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項に

おいて「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基

本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三

項において「基本方針」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次

条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町

村基本計画の指針となるべきものを定めるものとす

る。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更し

ようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長

に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都

道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「都道府県基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方

針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当

該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害

 
 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協

調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との

情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する

国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な

措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が

男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を

支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講

ずるように努めるものとする。  

 

第三章 男女共同参画会議  

（設置）  

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三

項に規定する事項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は

関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政

策及び重要事項を調査審議すること。  

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府

の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響

を調査し、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べるこ

と。  

（組織）  

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をも

って組織する。  

（議長）  

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を

有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する

者  

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の

総数の十分の五未満であってはならない。  

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方

の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の

四未満であってはならない。  

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年

とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残

任期間とする。  

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることがで

きる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために

必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対

し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提

出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。  

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要

があると認めるときは、前項に規定する者以外の者

に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織

及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項

は、政令で定める。  

 

附則抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

 

以下、省略。 
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止するための援助を受けたい旨の申出があり、その

申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力

を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定め

るところにより、当該被害を自ら防止するための措

置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生

を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五

号）に定める福祉に関する事務所（次条において

「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和二

十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭和二十

二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の

法令の定めるところにより、被害者の自立を支援す

るために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警

察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は

市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保

護を行うに当たっては、その適切な保護が行われる

よう、相互に連携を図りながら協力するよう努める

ものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る

職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を

受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう

努めるものとする。 

 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し

害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この

章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章

において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴

力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更

なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する

暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十

二条第一項第二号において同じ。）により、配偶者

からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合に

あっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者

が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあ

っては、当該配偶者であった者から引き続き受ける

身体に対する暴力。同号において同じ。）により、

その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあって

は、当該配偶者であった者。以下この条、同項第三

号及び第四号並びに第十八条第一項において同

じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるもの

とする。ただし、第二号に掲げる事項については、

申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の

本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、

被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠と

している住居を除く。以下この号において同

じ。）その他の場所において被害者の身辺につ

きまとい、又は被害者の住居、勤務先その他そ

の通常所在する場所の付近をはいかいしてはな

らないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、

被害者と共に生活の本拠としている住居から退

去すること及び当該住居の付近をはいかいして

はならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の

規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者に

対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定によ

る命令の効力が生じた日から起算して六月を経過す

る日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるい

ずれの行為もしてはならないことを命ずるものとす

る。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事

項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得

ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファ

クシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メ

ールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から

午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミ

リ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信

すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌

悪の情を催させるような物を送付し、又はその

知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り

得る状態に置くこと。 

八 その性的羞しゆう恥心を害する事項を告げ、

若しくはその知り得る状態に置き、又はその性

的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付

し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がそ

の成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第

十二条第一項第三号において単に「子」という。）

 
 

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「市町村基本計画」とい

う。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市

町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府

県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要

な助言その他の援助を行うよう努めなければならな

い。 

 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相

談所その他の適切な施設において、当該各施設が配

偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよ

うにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設にお

いて、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターと

しての機能を果たすようにするよう努めるものとす

る。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務

を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に

応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う

機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学

的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行

うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合に

あっては、被害者及びその同伴する家族。次

号、第六号、第五条、第八条の三及び第九条に

おいて同じ。）の緊急時における安全の確保及

び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するた

め、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する

制度の利用等について、情報の提供、助言、関

係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関への連絡その

他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整

その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行

い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委

託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行う

に当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の

団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な

指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の

保護を行うことができる。 

 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であっ

た者からの身体に対する暴力に限る。以下この章に

おいて同じ。）を受けている者を発見した者は、そ

の旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当

たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病に

かかったと認められる者を発見したときは、その旨

を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報す

ることができる。この場合において、その者の意思

を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪

の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前

二項の規定により通報することを妨げるものと解釈

してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当

たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病に

かかったと認められる者を発見したときは、その者

に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用につ

いて、その有する情報を提供するよう努めなければ

ならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての

説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関

する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、

被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴

力相談支援センターが行う業務の内容について説明

及び助言を行うとともに、必要な保護を受けること

を勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が

行われていると認めるときは、警察法（昭和二十九

年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二

十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めると

ころにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配

偶者からの暴力による被害の発生を防止するために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道

警察本部の所在地を包括する方面を除く方面につい

ては、方面本部長。第十五条第三項において同

じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けて

いる者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防
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止するための援助を受けたい旨の申出があり、その

申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力

を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定め

るところにより、当該被害を自ら防止するための措

置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生

を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五

号）に定める福祉に関する事務所（次条において

「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和二

十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭和二十

二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の

法令の定めるところにより、被害者の自立を支援す

るために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警

察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は

市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保

護を行うに当たっては、その適切な保護が行われる

よう、相互に連携を図りながら協力するよう努める

ものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る

職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を

受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう

努めるものとする。 

 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し

害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この

章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章

において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴

力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更

なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する

暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十

二条第一項第二号において同じ。）により、配偶者

からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合に

あっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者

が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあ

っては、当該配偶者であった者から引き続き受ける

身体に対する暴力。同号において同じ。）により、

その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあって

は、当該配偶者であった者。以下この条、同項第三

号及び第四号並びに第十八条第一項において同

じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるもの

とする。ただし、第二号に掲げる事項については、

申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の

本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、

被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠と

している住居を除く。以下この号において同

じ。）その他の場所において被害者の身辺につ

きまとい、又は被害者の住居、勤務先その他そ

の通常所在する場所の付近をはいかいしてはな

らないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、

被害者と共に生活の本拠としている住居から退

去すること及び当該住居の付近をはいかいして

はならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の

規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者に

対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定によ

る命令の効力が生じた日から起算して六月を経過す

る日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるい

ずれの行為もしてはならないことを命ずるものとす

る。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事

項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得

ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファ

クシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メ

ールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から

午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミ

リ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信

すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌

悪の情を催させるような物を送付し、又はその

知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り

得る状態に置くこと。 

八 その性的羞しゆう恥心を害する事項を告げ、

若しくはその知り得る状態に置き、又はその性

的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付

し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がそ

の成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第

十二条第一項第三号において単に「子」という。）

 
 

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「市町村基本計画」とい

う。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市

町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府

県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要

な助言その他の援助を行うよう努めなければならな

い。 

 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相

談所その他の適切な施設において、当該各施設が配

偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよ

うにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設にお

いて、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターと

しての機能を果たすようにするよう努めるものとす

る。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務

を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に

応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う

機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学

的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行

うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合に

あっては、被害者及びその同伴する家族。次

号、第六号、第五条、第八条の三及び第九条に

おいて同じ。）の緊急時における安全の確保及

び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するた

め、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する

制度の利用等について、情報の提供、助言、関

係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関への連絡その

他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整

その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行

い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委

託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行う

に当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の

団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な

指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の

保護を行うことができる。 

 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であっ

た者からの身体に対する暴力に限る。以下この章に

おいて同じ。）を受けている者を発見した者は、そ

の旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当

たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病に

かかったと認められる者を発見したときは、その旨

を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報す

ることができる。この場合において、その者の意思

を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪

の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前

二項の規定により通報することを妨げるものと解釈

してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当

たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病に

かかったと認められる者を発見したときは、その者

に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用につ

いて、その有する情報を提供するよう努めなければ

ならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての

説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関

する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、

被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴

力相談支援センターが行う業務の内容について説明

及び助言を行うとともに、必要な保護を受けること

を勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が

行われていると認めるときは、警察法（昭和二十九

年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二

十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めると

ころにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配

偶者からの暴力による被害の発生を防止するために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道

警察本部の所在地を包括する方面を除く方面につい

ては、方面本部長。第十五条第三項において同

じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けて

いる者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防
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ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲

げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配

偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に

対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求め

た際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を

記載した書面の提出を求めるものとする。この場合

において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当

該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとす

る。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の

配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長

又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは

保護を求められた職員に対し、同項の規定により書

面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めるこ

とができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理

由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経

ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足

りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相

手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日におけ

る言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速や

かにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を

管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知する

ものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者

暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援

助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書

に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニま

でに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官

は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容

を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶

者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあって

は、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若し

くは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支

援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対して

は、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼ

さない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消

しの原因となることが明らかな事情があることにつ

き疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立て

により、即時抗告についての裁判が効力を生ずるま

での間、保護命令の効力の停止を命ずることができ

る。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所

も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定によ

る命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第

二項から第四項までの規定による命令が発せられて

いるときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも

命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し

立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命

令を取り消す場合において、同条第二項から第四項

までの規定による命令が発せられているときは、抗

告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならな

い。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命

令について、第三項若しくは第四項の規定によりそ

の効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを

取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、そ

の旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談

支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並

びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につい

て準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令

の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該

保護命令を取り消さなければならない。第十条第一

項第一号又は第二項から第四項までの規定による命

令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた

日から起算して三月を経過した後において、同条第

一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が

効力を生じた日から起算して二週間を経過した後に

おいて、これらの命令を受けた者が申し立て、当該

裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がな

いことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定

による命令を発した裁判所が前項の規定により当該

命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項

の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立

て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発

せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由と

なった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と

同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再

度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共

に生活の本拠としている住居から転居しようとする

被害者がその責めに帰することのできない事由によ

り当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算し

て二月を経過する日までに当該住居からの転居を完

了することができないことその他の同号の規定によ

る命令を再度発する必要があると認めるべき事情が

 
 

と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を

連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその同居している

子に関して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため必要があると認めるときは、第

一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又

は身体に危害が加えられることを防止するため、当

該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号

の規定による命令の効力が生じた日から起算して六

月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶

者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下こ

の項において同じ。）、就学する学校その他の場所

において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の

住居、就学する学校その他その通常所在する場所の

付近をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、

その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被

害者の親族その他被害者と社会生活において密接な

関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶

者と同居している者を除く。以下この項及び次項並

びに第十二条第一項第四号において「親族等」とい

う。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言

動を行っていることその他の事情があることから被

害者がその親族等に関して配偶者と面会することを

余儀なくされることを防止するため必要があると認

めるときは、第一項第一号の規定による命令を発す

る裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てによ

り、その生命又は身体に危害が加えられることを防

止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じ

た日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して六月を経過する日までの間、当該親族

等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている

住居を除く。以下この項において同じ。）その他の

場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は

当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する

場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずる

ものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未

満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意

（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人で

ある場合にあっては、その法定代理人の同意）があ

る場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係

る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないと

き又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄

する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各

号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることが

できる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による

命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次

に掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に

対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配

偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配

偶者から受ける身体に対する暴力により、生命

又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きい

と認めるに足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをす

る場合にあっては、被害者が当該同居している

子に関して配偶者と面会することを余儀なくさ

れることを防止するため当該命令を発する必要

があると認めるに足りる申立ての時における事

情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをす

る場合にあっては、被害者が当該親族等に関し

て配偶者と面会することを余儀なくされること

を防止するため当該命令を発する必要があると

認めるに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察

職員に対し、前各号に掲げる事項について相談

し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無

及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該

警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措

置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第

五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合に

は、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げ

る事項についての申立人の供述を記載した書面で公

証人法（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条

ノ二第一項の認証を受けたものを添付しなければな

らない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件に

ついては、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会

うことができる審尋の期日を経なければ、これを発

することができない。ただし、その期日を経ること

により保護命令の申立ての目的を達することができ
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ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲

げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配

偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に

対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求め

た際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を

記載した書面の提出を求めるものとする。この場合

において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当

該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとす

る。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の

配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長

又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは

保護を求められた職員に対し、同項の規定により書

面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めるこ

とができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理

由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経

ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足

りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相

手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日におけ

る言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速や

かにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を

管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知する

ものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者

暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援

助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書

に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニま

でに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官

は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容

を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶

者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあって

は、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若し

くは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支

援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対して

は、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼ

さない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消

しの原因となることが明らかな事情があることにつ

き疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立て

により、即時抗告についての裁判が効力を生ずるま

での間、保護命令の効力の停止を命ずることができ

る。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所

も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定によ

る命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第

二項から第四項までの規定による命令が発せられて

いるときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも

命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し

立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命

令を取り消す場合において、同条第二項から第四項

までの規定による命令が発せられているときは、抗

告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならな

い。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命

令について、第三項若しくは第四項の規定によりそ

の効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを

取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、そ

の旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談

支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並

びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につい

て準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令

の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該

保護命令を取り消さなければならない。第十条第一

項第一号又は第二項から第四項までの規定による命

令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた

日から起算して三月を経過した後において、同条第

一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が

効力を生じた日から起算して二週間を経過した後に

おいて、これらの命令を受けた者が申し立て、当該

裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がな

いことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定

による命令を発した裁判所が前項の規定により当該

命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項

の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立

て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発

せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由と

なった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と

同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再

度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共

に生活の本拠としている住居から転居しようとする

被害者がその責めに帰することのできない事由によ

り当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算し

て二月を経過する日までに当該住居からの転居を完

了することができないことその他の同号の規定によ

る命令を再度発する必要があると認めるべき事情が

 
 

と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を

連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその同居している

子に関して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため必要があると認めるときは、第

一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又

は身体に危害が加えられることを防止するため、当

該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号

の規定による命令の効力が生じた日から起算して六

月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶

者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下こ

の項において同じ。）、就学する学校その他の場所

において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の

住居、就学する学校その他その通常所在する場所の

付近をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、

その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被

害者の親族その他被害者と社会生活において密接な

関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶

者と同居している者を除く。以下この項及び次項並

びに第十二条第一項第四号において「親族等」とい

う。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言

動を行っていることその他の事情があることから被

害者がその親族等に関して配偶者と面会することを

余儀なくされることを防止するため必要があると認

めるときは、第一項第一号の規定による命令を発す

る裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てによ

り、その生命又は身体に危害が加えられることを防

止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じ

た日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して六月を経過する日までの間、当該親族

等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている

住居を除く。以下この項において同じ。）その他の

場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は

当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する

場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずる

ものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未

満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意

（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人で

ある場合にあっては、その法定代理人の同意）があ

る場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係

る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないと

き又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄

する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各

号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることが

できる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による

命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次

に掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に

対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配

偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配

偶者から受ける身体に対する暴力により、生命

又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きい

と認めるに足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをす

る場合にあっては、被害者が当該同居している

子に関して配偶者と面会することを余儀なくさ

れることを防止するため当該命令を発する必要

があると認めるに足りる申立ての時における事

情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをす

る場合にあっては、被害者が当該親族等に関し

て配偶者と面会することを余儀なくされること

を防止するため当該命令を発する必要があると

認めるに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察

職員に対し、前各号に掲げる事項について相談

し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無

及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該

警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措

置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第

五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合に

は、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げ

る事項についての申立人の供述を記載した書面で公

証人法（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条

ノ二第一項の認証を受けたものを添付しなければな

らない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件に

ついては、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会

うことができる審尋の期日を経なければ、これを発

することができない。ただし、その期日を経ること

により保護命令の申立ての目的を達することができ
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おける共同生活に類する共同生活を営んでいないも

のを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当

該関係にある相手からの身体に対する暴力等をい

い、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等

を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合に

あっては、当該関係にあった者から引き続き受ける

身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受け

た者について準用する。この場合において、これら

の規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十

八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と

読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二

に規定する関係にある相

手からの暴力を受けた者

をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配

偶者であった

者 

同条に規定する関係にあ

る相手又は同条に規定す

る関係にある相手であっ

た者 

第十条第一項

から第四項ま

で、第十一条

第二項第二

号、第十二条

第一項第一号

から第四号ま

で及び第十八

条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定す

る関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又

はその婚姻が

取り消された

場合 

第二十八条の二に規定す

る関係を解消した場合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用

する第十条第一項から第四項までの規定によるもの

を含む。次条において同じ。）に違反した者は、一

年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十

八条の二において読み替えて準用する第十二条第一

項（第二十八条の二において準用する第十八条第二

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により記載すべき事項について虚偽の記載の

ある申立書により保護命令の申立てをした者は、十

万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。ただし、第二章、第六条

（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援セン

ターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十

八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に

対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関し

て相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合にお

ける当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件

に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二

項及び第三項の規定の適用については、これらの規

定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、

「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行

後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案

し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措

置が講ぜられるものとする。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第四条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年

法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成一六年六月二日法律第六四号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正

前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律（次項において「旧法」という。）第十条

の規定による命令の申立てに係る同条の規定による

命令に関する事件については、なお従前の例によ

る。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた

後に当該命令の申立ての理由となった身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすも

のと同一の事実を理由とするこの法律による改正後

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二

号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最

初にされるものに限る。）があった場合における新

法第十八条第一項の規定の適用については、同項中

「二月」とあるのは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三

年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討

が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜ

られるものとする。 

附 則〔平成一九年七月一一日法律第一一三号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。 

 
 

あるときに限り、当該命令を発するものとする。た

だし、当該命令を発することにより当該配偶者の生

活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該

命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定

の適用については、同条第一項各号列記以外の部分

中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号

及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文

の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」

とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに

第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同

項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは

「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八

条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者

は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しく

は謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事

件に関する事項の証明書の交付を請求することがで

きる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立

てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の

期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の

送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の

管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその

職務を行うことができない場合には、法務大臣は、

当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務

する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除

き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に

反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九

号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令

に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則

で定める。 

 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、

捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において

「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当

たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境

等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わず

その人権を尊重するとともに、その安全の確保及び

秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害

者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解

を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとす

る。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴

力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及

び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の

更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回

復させるための方法等に関する調査研究の推進並び

に被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に

努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う

民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるも

のとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支

弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業

務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号

に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談

所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生

労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行

う場合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱す

る婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護

（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い

必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦

人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければ

ならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道

府県が前条第一項の規定により支弁した費用のう

ち、同項第一号及び第二号に掲げるものについて

は、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる

費用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した

費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるも

の 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章まで

の規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係に
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おける共同生活に類する共同生活を営んでいないも

のを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当

該関係にある相手からの身体に対する暴力等をい

い、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等

を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合に

あっては、当該関係にあった者から引き続き受ける

身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受け

た者について準用する。この場合において、これら

の規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十

八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と

読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二

に規定する関係にある相

手からの暴力を受けた者

をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配

偶者であった

者 

同条に規定する関係にあ

る相手又は同条に規定す

る関係にある相手であっ

た者 

第十条第一項

から第四項ま

で、第十一条

第二項第二

号、第十二条

第一項第一号

から第四号ま

で及び第十八

条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定す

る関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又

はその婚姻が

取り消された

場合 

第二十八条の二に規定す

る関係を解消した場合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用

する第十条第一項から第四項までの規定によるもの

を含む。次条において同じ。）に違反した者は、一

年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十

八条の二において読み替えて準用する第十二条第一

項（第二十八条の二において準用する第十八条第二

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により記載すべき事項について虚偽の記載の

ある申立書により保護命令の申立てをした者は、十

万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。ただし、第二章、第六条

（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援セン

ターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十

八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に

対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関し

て相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合にお

ける当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件

に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二

項及び第三項の規定の適用については、これらの規

定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、

「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行

後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案

し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措

置が講ぜられるものとする。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第四条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年

法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成一六年六月二日法律第六四号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正

前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律（次項において「旧法」という。）第十条

の規定による命令の申立てに係る同条の規定による

命令に関する事件については、なお従前の例によ

る。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた

後に当該命令の申立ての理由となった身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすも

のと同一の事実を理由とするこの法律による改正後

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二

号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最

初にされるものに限る。）があった場合における新

法第十八条第一項の規定の適用については、同項中

「二月」とあるのは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三

年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討

が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜ

られるものとする。 

附 則〔平成一九年七月一一日法律第一一三号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。 

 
 

あるときに限り、当該命令を発するものとする。た

だし、当該命令を発することにより当該配偶者の生

活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該

命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定

の適用については、同条第一項各号列記以外の部分

中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号

及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文

の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」

とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに

第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同

項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは

「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八

条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者

は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しく

は謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事

件に関する事項の証明書の交付を請求することがで

きる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立

てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の

期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の

送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の

管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその

職務を行うことができない場合には、法務大臣は、

当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務

する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除

き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に

反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九

号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令

に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則

で定める。 

 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、

捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において

「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当

たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境

等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わず

その人権を尊重するとともに、その安全の確保及び

秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害

者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解

を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとす

る。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴

力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及

び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の

更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回

復させるための方法等に関する調査研究の推進並び

に被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に

努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う

民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるも

のとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支

弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業

務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号

に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談

所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生

労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行

う場合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱す

る婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護

（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い

必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦

人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければ

ならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道

府県が前条第一項の規定により支弁した費用のう

ち、同項第一号及び第二号に掲げるものについて

は、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる

費用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した

費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるも

の 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章まで

の規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係に
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目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十

八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表

（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進する

ための支援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業

生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能

力を十分に発揮して職業生活において活躍すること

（以下「女性の職業生活における活躍」という。）

が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画

社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基本理

念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進

について、その基本原則を定め、並びに国、地方公

共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、

基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業

生活における活躍を推進するための支援措置等につ

いて定めることにより、女性の職業生活における活

躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が

尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の

需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応で

きる豊かで活力ある社会を実現することを目的とす

る。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業

生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏ま

え、自らの意思によって職業生活を営み、又は営も

うとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種

及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会

の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別に

よる固定的な役割分担等を反映した職場における慣

行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影

響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できる

ようにすることを旨として、行われなければならな

い。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活

を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他

の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職する

ことが多いことその他の家庭生活に関する事由が職

業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女

が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の

下に、育児、介護その他の家庭生活における活動に

ついて家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ

職業生活における活動を行うために必要な環境の整

備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑か

つ継続的な両立が可能となることを旨として、行わ

れなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たって

は、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本

人の意思が尊重されるべきものであることに留意さ

れなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の

職業生活における活躍の推進についての基本原則

（次条及び第五条第一項において「基本原則」とい

う。）にのっとり、女性の職業生活における活躍の

推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施

しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用

し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業

生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者

の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の

整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、国

又は地方公共団体が実施する女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する施策に協力しなければならな

い。 

 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一

体的に実施するため、女性の職業生活における活躍

の推進に関する基本方針（以下「基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する

基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するた

めの支援措置に関する事項 

 
 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正

前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同

条の規定による命令に関する事件については、なお

従前の例による。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第三条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年

法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二五年七月三日法律第七二号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。 

（銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正） 

２ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年法律第六

号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

３ 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法律

第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二六年四月二三日法律第二八号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第四条第一項及び第二項、第十

四条並びに第十九条の規定 公布の日 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条

まで、第十二条及び第十五条から第十八条まで

の規定 平成二十六年十月一日 

三 〔略〕 

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和元年六月二六日法律第四六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 

公布の日 

二・三 〔略〕 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施

行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

〔検討等〕 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施

行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項

の通報の対象となる同条第一項に規定する配偶者か

らの暴力の形態並びに同法第十条第一項から第四項

までの規定による命令の申立てをすることができる

同条第一項に規定する被害者の範囲の拡大について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ず

るものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後

三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶

者からの暴力に係る加害者の地域社会における更生

のための指導及び支援の在り方について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 
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目次

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十

八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表

（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進する

ための支援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則 

第一章 総則

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業

生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能

力を十分に発揮して職業生活において活躍すること

（以下「女性の職業生活における活躍」という。）

が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画

社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基本理

念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進

について、その基本原則を定め、並びに国、地方公

共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、

基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業

生活における活躍を推進するための支援措置等につ

いて定めることにより、女性の職業生活における活

躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が

尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の

需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応で

きる豊かで活力ある社会を実現することを目的とす

る。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業

生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏ま

え、自らの意思によって職業生活を営み、又は営も

うとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種

及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会

の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別に

よる固定的な役割分担等を反映した職場における慣

行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影

響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できる

ようにすることを旨として、行われなければならな

い。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活

を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他

の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職する

ことが多いことその他の家庭生活に関する事由が職

業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女

が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の

下に、育児、介護その他の家庭生活における活動に

ついて家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ

職業生活における活動を行うために必要な環境の整

備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑か

つ継続的な両立が可能となることを旨として、行わ

れなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たって

は、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本

人の意思が尊重されるべきものであることに留意さ

れなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の

職業生活における活躍の推進についての基本原則

（次条及び第五条第一項において「基本原則」とい

う。）にのっとり、女性の職業生活における活躍の

推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施

しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用

し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業

生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者

の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の

整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、国

又は地方公共団体が実施する女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する施策に協力しなければならな

い。 

第二章 基本方針等

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一

体的に実施するため、女性の職業生活における活躍

の推進に関する基本方針（以下「基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する

基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するた

めの支援措置に関する事項 

 
 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正

前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同

条の規定による命令に関する事件については、なお

従前の例による。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第三条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年

法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二五年七月三日法律第七二号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。 

（銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正） 

２ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年法律第六

号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

３ 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法律

第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二六年四月二三日法律第二八号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第四条第一項及び第二項、第十

四条並びに第十九条の規定 公布の日 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条

まで、第十二条及び第十五条から第十八条まで

の規定 平成二十六年十月一日 

三 〔略〕 

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和元年六月二六日法律第四六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 

公布の日 

二・三 〔略〕 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施

行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

〔検討等〕 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施

行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項

の通報の対象となる同条第一項に規定する配偶者か

らの暴力の形態並びに同法第十条第一項から第四項

までの規定による命令の申立てをすることができる

同条第一項に規定する被害者の範囲の拡大について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ず

るものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後

三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶

者からの暴力に係る加害者の地域社会における更生

のための指導及び支援の在り方について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 
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について、第四項から第六項までの規定は前項に規

定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又

は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規

定による届出をした一般事業主からの申請に基づ

き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業

主について、女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良な

ものであることその他の厚生労働省令で定める基準

に適合するものである旨の認定を行うことができ

る。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定

一般事業主」という。）は、商品、役務の提供の用

に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる

書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるも

の（次項及び第十四条第一項において「商品等」と

いう。）に厚生労働大臣の定める表示を付すること

ができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品

等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付して

はならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各

号のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取

り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと

認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反し

たとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたと

き。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申

請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、

当該事業主について、女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組に関し、当該事業主の策定した

一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一

般事業主行動計画に定められた目標を達成したこ

と、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等に関する法律（昭和四十七年法律第百十三

号）第十三条の二に規定する業務を担当する者及び

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）

第二十九条に規定する業務を担当する者を選任して

いること、当該女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の実施の状況が特に優良なものである

ことその他の厚生労働省令で定める基準に適合する

ものである旨の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特

例認定一般事業主」という。）については、第八条

第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めると

ころにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組の実施の状況を公

表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働

大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用

する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次

の各号のいずれかに該当するときは、第十二条の認

定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消

すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなった

と認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又

は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの

法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたと

き。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事

業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の

数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項

において同じ。）が、当該承認中小事業主団体をし

て女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとす

る場合において、当該承認中小事業主団体が当該募

集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二

十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第

三項の規定は、当該構成員である中小事業主につい

ては、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」

とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別

の法律により設立された組合若しくはその連合会で

あって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人

で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの

（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限

る。）のうち、その構成員である中小事業主に対し

て女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

を実施するための人材確保に関する相談及び援助を

行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働

大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生

労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行った

ものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規

定する基準に適合しなくなったと認めるときは、同

 
 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために

必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進

に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活

における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が

あったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなけれ

ばならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用す

る。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道

府県の区域内における女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策についての計画（以下この条に

おいて「都道府県推進計画」という。）を定めるよ

う努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定めら

れているときは、基本方針及び都道府県推進計画）

を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職

業生活における活躍の推進に関する施策についての

計画（次項において「市町村推進計画」という。）

を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市

町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を総合的かつ効果的に実施することがで

きるよう、基本方針に即して、次条第一項に規定す

る一般事業主行動計画及び第十九条第一項に規定す

る特定事業主行動計画（次項において「事業主行動

計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下

「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる

事項につき、事業主行動計画の指針となるべきもの

を定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事

業主行動計画策定指針を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一

般事業主」という。）であって、常時雇用する労働

者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策

定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主

が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定

め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働

大臣に届け出なければならない。これを変更したと

きも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労

働省令で定めるところにより、採用した労働者に占

める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差

異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占

める女性労働者の割合その他のその事業における女

性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、

女性の職業生活における活躍を推進するために改善

すべき事情について分析した上で、その結果を勘案

して、これを定めなければならない。この場合にお

いて、前項第二号の目標については、採用する労働

者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数

の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある

労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用

いて定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で

定めるところにより、これを労働者に周知させるた

めの措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で

定めるところにより、これを公表しなければならな

い。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主

行動計画に定められた目標を達成するよう努めなけ

ればならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が

三百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即

して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう

努めなければならない。これを変更したときも、同

様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般

事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合
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について、第四項から第六項までの規定は前項に規

定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又

は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規

定による届出をした一般事業主からの申請に基づ

き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業

主について、女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良な

ものであることその他の厚生労働省令で定める基準

に適合するものである旨の認定を行うことができ

る。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定

一般事業主」という。）は、商品、役務の提供の用

に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる

書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるも

の（次項及び第十四条第一項において「商品等」と

いう。）に厚生労働大臣の定める表示を付すること

ができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品

等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付して

はならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各

号のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取

り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと

認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反し

たとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたと

き。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申

請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、

当該事業主について、女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組に関し、当該事業主の策定した

一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一

般事業主行動計画に定められた目標を達成したこ

と、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等に関する法律（昭和四十七年法律第百十三

号）第十三条の二に規定する業務を担当する者及び

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）

第二十九条に規定する業務を担当する者を選任して

いること、当該女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の実施の状況が特に優良なものである

ことその他の厚生労働省令で定める基準に適合する

ものである旨の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特

例認定一般事業主」という。）については、第八条

第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めると

ころにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組の実施の状況を公

表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働

大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用

する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次

の各号のいずれかに該当するときは、第十二条の認

定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消

すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなった

と認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又

は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの

法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたと

き。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事

業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の

数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項

において同じ。）が、当該承認中小事業主団体をし

て女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとす

る場合において、当該承認中小事業主団体が当該募

集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二

十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第

三項の規定は、当該構成員である中小事業主につい

ては、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」

とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別

の法律により設立された組合若しくはその連合会で

あって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人

で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの

（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限

る。）のうち、その構成員である中小事業主に対し

て女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

を実施するための人材確保に関する相談及び援助を

行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働

大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生

労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行った

ものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規

定する基準に適合しなくなったと認めるときは、同

 
 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために

必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進

に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活

における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が

あったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなけれ

ばならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用す

る。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道

府県の区域内における女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策についての計画（以下この条に

おいて「都道府県推進計画」という。）を定めるよ

う努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定めら

れているときは、基本方針及び都道府県推進計画）

を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職

業生活における活躍の推進に関する施策についての

計画（次項において「市町村推進計画」という。）

を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市

町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を総合的かつ効果的に実施することがで

きるよう、基本方針に即して、次条第一項に規定す

る一般事業主行動計画及び第十九条第一項に規定す

る特定事業主行動計画（次項において「事業主行動

計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下

「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる

事項につき、事業主行動計画の指針となるべきもの

を定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事

業主行動計画策定指針を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一

般事業主」という。）であって、常時雇用する労働

者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策

定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主

が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定

め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働

大臣に届け出なければならない。これを変更したと

きも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労

働省令で定めるところにより、採用した労働者に占

める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差

異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占

める女性労働者の割合その他のその事業における女

性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、

女性の職業生活における活躍を推進するために改善

すべき事情について分析した上で、その結果を勘案

して、これを定めなければならない。この場合にお

いて、前項第二号の目標については、採用する労働

者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数

の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある

労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用

いて定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で

定めるところにより、これを労働者に周知させるた

めの措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で

定めるところにより、これを公表しなければならな

い。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主

行動計画に定められた目標を達成するよう努めなけ

ればならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が

三百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即

して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう

努めなければならない。これを変更したときも、同

様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般

事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合
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一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働

者に対する職業生活に関する機会の提供に関す

る実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活と

の両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働

省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は

営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事

業における女性の職業生活における活躍に関する前

項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定

期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところ

により、職業生活を営み、又は営もうとする女性の

職業選択に資するよう、その事務及び事業における

女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情

報を定期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対

する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との

両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するた

めの支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推

進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業

の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を

推進するため、前項の措置と相まって、職業生活を

営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の

関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の

情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務

の一部を、その事務を適切に実施することができる

ものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委

託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又

は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、

当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推

進に関する地方公共団体の施策を支援するために必

要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努める

ものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推

進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融

公庫その他の特別の法律によって設立された法人で

あって政令で定めるものをいう。）の役務又は物件

の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認

定一般事業主、特例認定一般事業主その他の女性の

職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況

が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業

主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要

な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事

業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実

施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活

における活躍の推進について、国民の関心と理解を

深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発

活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に資するよう、国内外における女性

の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関す

る情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の

職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業

を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条にお

いて「関係機関」という。）は、第二十二条第一項

の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定

により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他

の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報

を活用することにより、当該区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組が効果的か

つ円滑に実施されるようにするため、関係機関によ

り構成される協議会（以下「協議会」という。）を

組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体

の区域内において第二十二条第三項の規定による事

務の委託がされている場合には、当該委託を受けた

者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認め

るときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加

えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下こ

の項において「関係機関等」という。）が相互の連

絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍

の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の

緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組について

協議を行うものとする。 

 
 

項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に

従事しようとするときは、厚生労働省令で定めると

ころにより、募集時期、募集人員、募集地域その他

の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定め

るものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定

による届出があった場合について、同法第五条の三

第一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四

十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条の

二、第四十八条の三第一項、第四十八条の四、第五

十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は前

項の規定による届出をして労働者の募集に従事する

者について、同法第四十条の規定は同項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する者に対する報

酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項

の規定はこの項において準用する同条第二項に規定

する職権を行う場合について、それぞれ準用する。

この場合において、同法第三十七条第二項中「労働

者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律第十六条第

四項の規定による届出をして労働者の募集に従事し

ようとする者」と、同法第四十一条第二項中「当該

労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあ

るのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三

の規定の適用については、同法第三十六条第二項中

「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働

者の募集に従事させようとする者がその被用者以外

の者に与えようとする」と、同法第四十二条の三中

「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（平成二十七年法律第六十四号）第十六条第四項の

規定による届出をして労働者の募集に従事する者」

とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第

二項の相談及び援助の実施状況について報告を求め

ることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業

主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研

究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集

の内容又は方法について指導することにより、当該

募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定

により一般事業主行動計画を策定しようとする一般

事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業

主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者へ

の周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づ

く措置が円滑に実施されるように相談その他の援助

の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又

はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事

業主」という。）は、政令で定めるところにより、

事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動

計画（特定事業主が実施する女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以

下この条において同じ。）を定めなければならな

い。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更しようとするときは、内閣府令で定めるところ

により、採用した職員に占める女性職員の割合、男

女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的

地位にある職員に占める女性職員の割合その他のそ

の事務及び事業における女性の職業生活における活

躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情について分析

した上で、その結果を勘案して、これを定めなけれ

ばならない。この場合において、前項第二号の目標

については、採用する職員に占める女性職員の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務

時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割

合その他の数値を用いて定量的に定めなければなら

ない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させ

るための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主

行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなけれ

ばならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組

を実施するとともに、特定事業主行動計画に定めら

れた目標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚

生労働省令で定めるところにより、職業生活を営

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよ

う、その事業における女性の職業生活における活躍

に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければ

ならない。 
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一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働

者に対する職業生活に関する機会の提供に関す

る実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活と

の両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働

省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は

営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事

業における女性の職業生活における活躍に関する前

項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定

期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところ

により、職業生活を営み、又は営もうとする女性の

職業選択に資するよう、その事務及び事業における

女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情

報を定期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対

する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との

両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するた

めの支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推

進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業

の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を

推進するため、前項の措置と相まって、職業生活を

営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の

関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の

情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務

の一部を、その事務を適切に実施することができる

ものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委

託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又

は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、

当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推

進に関する地方公共団体の施策を支援するために必

要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努める

ものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推

進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融

公庫その他の特別の法律によって設立された法人で

あって政令で定めるものをいう。）の役務又は物件

の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認

定一般事業主、特例認定一般事業主その他の女性の

職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況

が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業

主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要

な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事

業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実

施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活

における活躍の推進について、国民の関心と理解を

深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発

活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に資するよう、国内外における女性

の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関す

る情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の

職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業

を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条にお

いて「関係機関」という。）は、第二十二条第一項

の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定

により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他

の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報

を活用することにより、当該区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組が効果的か

つ円滑に実施されるようにするため、関係機関によ

り構成される協議会（以下「協議会」という。）を

組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体

の区域内において第二十二条第三項の規定による事

務の委託がされている場合には、当該委託を受けた

者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認め

るときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加

えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下こ

の項において「関係機関等」という。）が相互の連

絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍

の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の

緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組について

協議を行うものとする。 

 
 

項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に

従事しようとするときは、厚生労働省令で定めると

ころにより、募集時期、募集人員、募集地域その他

の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定め

るものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定

による届出があった場合について、同法第五条の三

第一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四

十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条の

二、第四十八条の三第一項、第四十八条の四、第五

十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は前

項の規定による届出をして労働者の募集に従事する

者について、同法第四十条の規定は同項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する者に対する報

酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項

の規定はこの項において準用する同条第二項に規定

する職権を行う場合について、それぞれ準用する。

この場合において、同法第三十七条第二項中「労働

者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律第十六条第

四項の規定による届出をして労働者の募集に従事し

ようとする者」と、同法第四十一条第二項中「当該

労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあ

るのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三

の規定の適用については、同法第三十六条第二項中

「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働

者の募集に従事させようとする者がその被用者以外

の者に与えようとする」と、同法第四十二条の三中

「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（平成二十七年法律第六十四号）第十六条第四項の

規定による届出をして労働者の募集に従事する者」

とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第

二項の相談及び援助の実施状況について報告を求め

ることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業

主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研

究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集

の内容又は方法について指導することにより、当該

募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定

により一般事業主行動計画を策定しようとする一般

事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業

主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者へ

の周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づ

く措置が円滑に実施されるように相談その他の援助

の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又

はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事

業主」という。）は、政令で定めるところにより、

事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動

計画（特定事業主が実施する女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以

下この条において同じ。）を定めなければならな

い。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更しようとするときは、内閣府令で定めるところ

により、採用した職員に占める女性職員の割合、男

女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的

地位にある職員に占める女性職員の割合その他のそ

の事務及び事業における女性の職業生活における活

躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情について分析

した上で、その結果を勘案して、これを定めなけれ

ばならない。この場合において、前項第二号の目標

については、採用する職員に占める女性職員の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務

時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割

合その他の数値を用いて定量的に定めなければなら

ない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させ

るための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主

行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなけれ

ばならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組

を実施するとともに、特定事業主行動計画に定めら

れた目標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚

生労働省令で定めるところにより、職業生活を営

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよ

う、その事業における女性の職業生活における活躍

に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければ

ならない。 
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４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用

については、この法律は、第一項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す

る。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するものの

ほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場

合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要

があると認めるときは、この法律の規定について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。 

（社会保険労務士法の一部改正） 

第五条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十

九号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（内閣府設置法の一部改正） 

第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二九年三月三一日法律第一四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を

加える改正規定及び附則第三十五条の規定 公

布の日 

二・三 〔略〕 

四 〔前略〕附則第二十一条、第二十二条、第二

十六条から第二十八条まで及び第三十二条の規

定並びに附則第三十三条（次号に掲げる規定を

除く。）の規定 平成三十年一月一日 

五 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規

定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和元年六月五日法律第二四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超

えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令和二・六・

一から施行〕 

一 〔前略〕附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を

超えない範囲内において政令で定める日 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令和四・四・

一から施行〕 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施

行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場

合において、この法律による改正後の規定の施行の

状況について検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体

は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表

しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の

事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会

の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組

織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必

要があると認めるときは、第八条第一項に規定する

一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一

般事業主である同条第七項に規定する一般事業主に

対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告

をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定

による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八

条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第二項

に規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事

業主若しくは特例認定一般事業主である第八条第七

項に規定する一般事業主に対し、前条の規定による

勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこ

れに従わなかったときは、その旨を公表することが

できる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、

第十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する

厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、その一部を都道府県労働局長に委任する

ことができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律

の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安

定法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命

令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年

以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一

年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏

らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした

者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六

月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしない

で、労働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法

第三十七条第二項の規定による指示に従わなか

った者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法

第三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三

十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用

する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法

第五十条第一項の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法

第五十条第二項の規定による立入り若しくは検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に

対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした

者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法

第五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏ら

した者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反

行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処す

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただ

し、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八

条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規

定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年四月一

日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限

り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に

従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密に

ついては、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含

む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規定す

る日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関し

て知り得た秘密については、第二十八条の規定（同

条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す

る。 
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４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用

については、この法律は、第一項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す

る。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するものの

ほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場

合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要

があると認めるときは、この法律の規定について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。 

（社会保険労務士法の一部改正） 

第五条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十

九号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（内閣府設置法の一部改正） 

第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二九年三月三一日法律第一四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を

加える改正規定及び附則第三十五条の規定 公

布の日 

二・三 〔略〕 

四 〔前略〕附則第二十一条、第二十二条、第二

十六条から第二十八条まで及び第三十二条の規

定並びに附則第三十三条（次号に掲げる規定を

除く。）の規定 平成三十年一月一日 

五 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規

定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和元年六月五日法律第二四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超

えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令和二・六・

一から施行〕 

一 〔前略〕附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を

超えない範囲内において政令で定める日 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令和四・四・

一から施行〕 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施

行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場

合において、この法律による改正後の規定の施行の

状況について検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体

は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表

しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の

事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会

の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組

織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必

要があると認めるときは、第八条第一項に規定する

一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一

般事業主である同条第七項に規定する一般事業主に

対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告

をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定

による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八

条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第二項

に規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事

業主若しくは特例認定一般事業主である第八条第七

項に規定する一般事業主に対し、前条の規定による

勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこ

れに従わなかったときは、その旨を公表することが

できる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、

第十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する

厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、その一部を都道府県労働局長に委任する

ことができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律

の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安

定法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命

令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年

以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一

年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏

らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした

者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六

月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしない

で、労働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法

第三十七条第二項の規定による指示に従わなか

った者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法

第三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三

十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用

する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法

第五十条第一項の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法

第五十条第二項の規定による立入り若しくは検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に

対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした

者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法

第五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏ら

した者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反

行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処す

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただ

し、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八

条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規

定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年四月一

日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限

り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に

従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密に

ついては、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含

む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規定す

る日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関し

て知り得た秘密については、第二十八条の規定（同

条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す

る。 
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職場生活と育児、介護等の家庭生活が両立して行うことができる職場環境を整備するよう努めなければならな

い。 

２ 事業者は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（教育関係者の責務） 

第６条 学校教育その他の教育に携わる者は、個々の教育本来の目的を実現する過程において、男女共同参画の

基本理念に配慮した教育を行うよう努めなければならない。 

２ 教育関係者は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（性別による権利侵害の禁止） 

第７条 何人も、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、直接的であるか間接的であるか

を問わず性別による差別的取扱いを行ってはならない。 

２ 何人も、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、セクシュアル・ハラスメント（相

手に不快感又は不利益を与える性的侵害をいう。）を行ってはならない。 

３ 何人も、ドメスティック・バイオレンス（配偶者等に対する、著しい身体的又は精神的苦痛を与える暴力行

為をいう。）を行ってはならない。 

（情報の表示に関する配慮） 

第８条 何人も、広く市民を対象とした広報、報道、広告等において、性別による固定的な役割分担又は異性に

対する暴力を連想させ、又は助長する表現その他不必要な性的表現を行わないよう努めなければならない。 

 

第２章 基本的施策等 

（行動計画） 

第９条 市長は、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に実施するための行動計画（以下「行動計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 市長は、行動計画を定めるに当たっては、市民、事業者及び教育関係者の意見を反映させるよう努め、大府

市男女共同参画審議会に諮問しなければならない。 

３ 市長は、行動計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、行動計画の変更について準用する。 

（財政上の措置） 

第10条 市は、男女共同参画施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（推進体制の整備） 

第11条 市は、男女共同参画施策を推進するため、必要な推進体制を整備するよう努めるものとする。 

（拠点施設） 

第12条 市は、男女共同参画施策を実施するとともに、市民及び事業者による男女共同参画に関する取組を支援

するため、拠点施設を設置するものとする。 

（性別による権利侵害の防止及び支援） 

第13条 市は、性別による権利侵害の防止に努めるとともに、これらの被害を受けた者に対し、各種制度の利用

あっせん、情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めなければならない。 

（性と生殖に関する健康と権利の支援） 

第14条 市は、性と生殖に関する健康と権利が十分に尊重されるように、情報の提供その他の必要な支援を行う

よう努めなければならない。 

（参画機会の拡大及び是正措置） 

第15条 市は、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野における活動において、女性と男性の間に

参画する機会の格差が生じている場合には、市民及び事業者と協力し、積極的に格差を是正するための措置を

講ずるよう努めなければならない。 

２ 市は、審議会等の委員を委嘱し、又は任命する場合には、女性又は男性のいずれか一方の委員の数が、委員

の総数の10分の４未満とならないよう努めなければならない。 

３ 市は、男女共同参画を推進するため、女性職員の管理職等への登用及び能力開発に努めなければならない。 

（雇用等の分野における男女共同参画の推進） 

第16条 市は、事業者に対し、雇用の分野において男女共同参画が推進されるように、情報の提供その他の必要

な支援を行うよう努めなければならない。 

２ 市は、必要があると認めるときは、事業者に対し、男女共同参画に関する広報及び調査について、協力を求

めることができる。 

３ 市は、必要があると認めるときは、市と取引関係がある事業者及び補助金の交付を受ける者に対し、男女共

５ おおぶ男女共同参画推進条例 
平成15年９月25日 

大府市条例第20号 

目次

前文 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 基本的施策等（第９条―第21条） 

第３章 男女共同参画事業の推進と苦情の処理（第22条・第23条） 

第４章 雑則（第24条） 

附則 

「健康都市」をうたう大府市は、個人の尊重と法の下の平等を明記した日本国憲法や、個性の違いを認める社

会の実現を目指す男女共同参画社会基本法の理念にのっとり、国内外の動向を踏まえつつ、男女共同参画を推進

し、すべての人々が差別や暴力と無縁に、安心して暮らせる社会の実現に積極的に取り組んでいる。 

しかしながら、今なお性別による固定的な役割分担意識や、それに基づく社会慣行は根強く、男女共同参画社

会の実現には多くの課題が残され、なお一層の努力が求められている。 

私たちは、男女が、互いにその人権を尊重しつつ、共に責任を分かち合い、性別にかかわりなくあらゆる領域

に希望をもって参画できる「健康都市」を築くために、この条例を制定する。 

第１章 総則

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市、市民、事業者及び教育関係者の責務を

明らかにするとともに、市の施策の基本的事項を定め、これを総合的かつ計画的に実施することにより、性別

による固定的な役割分担を解消し、女性も男性も性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 男女共同参画は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなければならない。 

(１) 女性及び男性の個人としての尊厳を重んじ、直接的であるか間接的であるかを問わず性別による差別的

取扱いを受けることなく、個人としての能力を発揮する機会が均等に確保されること。 

(２) 女性及び男性は、社会の対等な構成員として、市における政策又は民間の団体における方針の立案及び

決定に共同して参画する機会が確保されること。 

(３) 女性及び男性は、性別による固定的な役割分担意識を反映した社会の制度又は慣行によって、その活動

が制限されることなく、自由に多様な活動が選択できるように配慮されること。 

(４) 女性及び男性は、互いに人格を尊重し、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活

における活動と地域、職場その他の社会のあらゆる分野における活動に対等に参画し、両立することがで

きるように配慮されること。 

(５) 女性及び男性は、互いの性を理解し尊重するとともに、妊娠、出産その他の性と生殖に関しては、生涯

を通じた女性の健康と、その健康について女性自らの意思で自己決定する権利（以下「性と生殖に関する

健康と権利」という。）が尊重されること。 

(６) 男女共同参画は、国際的な理解及び協調の下に推進されること。 

（市の責務） 

第３条 市は、男女共同参画の推進を主要な施策として位置付け、前条の基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策（以下「男女共同参画施策」という。）を総合的かつ計

画的に策定し、実施しなければならない。 

２ 市は、市民、事業者及び教育関係者と協力し、連携して男女共同参画施策を実施しなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、自ら進んで男女共同参画を推

進するよう努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、女性及び男性が職場における活動に平等に参画できる機会の積極的確保に努めるとともに、
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職場生活と育児、介護等の家庭生活が両立して行うことができる職場環境を整備するよう努めなければならな

い。 

２ 事業者は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（教育関係者の責務） 

第６条 学校教育その他の教育に携わる者は、個々の教育本来の目的を実現する過程において、男女共同参画の

基本理念に配慮した教育を行うよう努めなければならない。 

２ 教育関係者は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（性別による権利侵害の禁止） 

第７条 何人も、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、直接的であるか間接的であるか

を問わず性別による差別的取扱いを行ってはならない。 

２ 何人も、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、セクシュアル・ハラスメント（相

手に不快感又は不利益を与える性的侵害をいう。）を行ってはならない。 

３ 何人も、ドメスティック・バイオレンス（配偶者等に対する、著しい身体的又は精神的苦痛を与える暴力行

為をいう。）を行ってはならない。 

（情報の表示に関する配慮） 

第８条 何人も、広く市民を対象とした広報、報道、広告等において、性別による固定的な役割分担又は異性に

対する暴力を連想させ、又は助長する表現その他不必要な性的表現を行わないよう努めなければならない。 

 

第２章 基本的施策等 

（行動計画） 

第９条 市長は、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に実施するための行動計画（以下「行動計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 市長は、行動計画を定めるに当たっては、市民、事業者及び教育関係者の意見を反映させるよう努め、大府

市男女共同参画審議会に諮問しなければならない。 

３ 市長は、行動計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、行動計画の変更について準用する。 

（財政上の措置） 

第10条 市は、男女共同参画施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（推進体制の整備） 

第11条 市は、男女共同参画施策を推進するため、必要な推進体制を整備するよう努めるものとする。 

（拠点施設） 

第12条 市は、男女共同参画施策を実施するとともに、市民及び事業者による男女共同参画に関する取組を支援

するため、拠点施設を設置するものとする。 

（性別による権利侵害の防止及び支援） 

第13条 市は、性別による権利侵害の防止に努めるとともに、これらの被害を受けた者に対し、各種制度の利用

あっせん、情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めなければならない。 

（性と生殖に関する健康と権利の支援） 

第14条 市は、性と生殖に関する健康と権利が十分に尊重されるように、情報の提供その他の必要な支援を行う

よう努めなければならない。 

（参画機会の拡大及び是正措置） 

第15条 市は、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野における活動において、女性と男性の間に

参画する機会の格差が生じている場合には、市民及び事業者と協力し、積極的に格差を是正するための措置を

講ずるよう努めなければならない。 

２ 市は、審議会等の委員を委嘱し、又は任命する場合には、女性又は男性のいずれか一方の委員の数が、委員

の総数の10分の４未満とならないよう努めなければならない。 

３ 市は、男女共同参画を推進するため、女性職員の管理職等への登用及び能力開発に努めなければならない。 

（雇用等の分野における男女共同参画の推進） 

第16条 市は、事業者に対し、雇用の分野において男女共同参画が推進されるように、情報の提供その他の必要

な支援を行うよう努めなければならない。 

２ 市は、必要があると認めるときは、事業者に対し、男女共同参画に関する広報及び調査について、協力を求

めることができる。 

３ 市は、必要があると認めるときは、市と取引関係がある事業者及び補助金の交付を受ける者に対し、男女共
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「健康都市」をうたう大府市は、個人の尊重と法の下の平等を明記した日本国憲法や、個性の違いを認める社

会の実現を目指す男女共同参画社会基本法の理念にのっとり、国内外の動向を踏まえつつ、男女共同参画を推進

し、すべての人々が差別や暴力と無縁に、安心して暮らせる社会の実現に積極的に取り組んでいる。 

しかしながら、今なお性別による固定的な役割分担意識や、それに基づく社会慣行は根強く、男女共同参画社

会の実現には多くの課題が残され、なお一層の努力が求められている。 

私たちは、男女が、互いにその人権を尊重しつつ、共に責任を分かち合い、性別にかかわりなくあらゆる領域

に希望をもって参画できる「健康都市」を築くために、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市、市民、事業者及び教育関係者の責務を

明らかにするとともに、市の施策の基本的事項を定め、これを総合的かつ計画的に実施することにより、性別

による固定的な役割分担を解消し、女性も男性も性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 男女共同参画は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなければならない。 

(１) 女性及び男性の個人としての尊厳を重んじ、直接的であるか間接的であるかを問わず性別による差別的

取扱いを受けることなく、個人としての能力を発揮する機会が均等に確保されること。 

(２) 女性及び男性は、社会の対等な構成員として、市における政策又は民間の団体における方針の立案及び

決定に共同して参画する機会が確保されること。 

(３) 女性及び男性は、性別による固定的な役割分担意識を反映した社会の制度又は慣行によって、その活動

が制限されることなく、自由に多様な活動が選択できるように配慮されること。 

(４) 女性及び男性は、互いに人格を尊重し、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活

における活動と地域、職場その他の社会のあらゆる分野における活動に対等に参画し、両立することがで

きるように配慮されること。 

(５) 女性及び男性は、互いの性を理解し尊重するとともに、妊娠、出産その他の性と生殖に関しては、生涯

を通じた女性の健康と、その健康について女性自らの意思で自己決定する権利（以下「性と生殖に関する

健康と権利」という。）が尊重されること。 

(６) 男女共同参画は、国際的な理解及び協調の下に推進されること。 

（市の責務） 

第３条 市は、男女共同参画の推進を主要な施策として位置付け、前条の基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策（以下「男女共同参画施策」という。）を総合的かつ計

画的に策定し、実施しなければならない。 

２ 市は、市民、事業者及び教育関係者と協力し、連携して男女共同参画施策を実施しなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、自ら進んで男女共同参画を推

進するよう努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、女性及び男性が職場における活動に平等に参画できる機会の積極的確保に努めるとともに、
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同参画の推進に関し報告を求め、適切な措置を講ずるよう協力を求めることができる。 

（学習及び教育に対する支援等） 

第17条 市は、男女共同参画について理解が深まるように、市民の幼児期からの学習を支援するとともに、学校

教育その他の教育において、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（市民等に対する支援） 

第18条 市は、男女共同参画を推進する活動を行う市民、団体及び事業者（当該活動を主として行うものに限

る。）に対し、その主体性に留意して情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（家庭生活における活動とそれ以外の活動との両立支援） 

第19条 市は、女性及び男性が共に、育児、介護その他の家庭生活における活動と地域、職場その他の社会のあ

らゆる分野における活動を両立することができるように、必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（国際的協調） 

第20条 市は、国際的な理解及び協調の下に男女共同参画を推進するため、市民と外国人との交流の促進、国際

機関等との情報交換等必要な措置を講ずるものとする。 

（公表） 

第21条 市長は、行動計画に基づいた男女共同参画施策の実施状況について報告書を作成し、公表するものとす

る。 

 

第３章 男女共同参画事業の推進と苦情の処理 

（大府市男女共同参画審議会） 

第22条 男女共同参画事業の推進に資するため、大府市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置

く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、行動計画及び男女共同参画の推進に関する重要事項について調査審議し、そ

の結果を市長に答申するものとする。 

３ 審議会は、男女共同参画の推進に関し必要と認める事項について調査審議し、市長に意見を述べることがで

きる。 

４ 審議会は、委員10人以内で組織する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（苦情の処理） 

第23条 市民及び事業者は、市が実施する男女共同参画施策若しくは男女共同参画に影響を及ぼすと認められる

施策又は男女共同参画を阻害する要因による人権侵害に対する苦情がある場合には、市長に申し出ることがで

きる。 

２ 市長は、前項の規定による申出を受けたときは、適切かつ迅速に対応するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による申出のうち、必要があると認めるものについては、審議会の意見を聴くことが

できる。 

４ 市長は、第１項の規定による申出のうち、必要があると認めるものについては、調査を行うことができる。

この場合において、当該申出に係る関係者は、当該調査に協力するよう努めなければならない。 

５ 市長は、前項の規定による調査により、必要があると認めるときは、当該申出に係る関係者に対し、要請又

は指導を行うことができる。 

 

第４章 雑則 

（委任） 

第24条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成15年10月１日から施行する。
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同参画の推進に関し報告を求め、適切な措置を講ずるよう協力を求めることができる。 

（学習及び教育に対する支援等） 

第17条 市は、男女共同参画について理解が深まるように、市民の幼児期からの学習を支援するとともに、学校

教育その他の教育において、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（市民等に対する支援） 

第18条 市は、男女共同参画を推進する活動を行う市民、団体及び事業者（当該活動を主として行うものに限

る。）に対し、その主体性に留意して情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（家庭生活における活動とそれ以外の活動との両立支援） 

第19条 市は、女性及び男性が共に、育児、介護その他の家庭生活における活動と地域、職場その他の社会のあ

らゆる分野における活動を両立することができるように、必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（国際的協調） 

第20条 市は、国際的な理解及び協調の下に男女共同参画を推進するため、市民と外国人との交流の促進、国際

機関等との情報交換等必要な措置を講ずるものとする。 

（公表） 

第21条 市長は、行動計画に基づいた男女共同参画施策の実施状況について報告書を作成し、公表するものとす

る。 

 

第３章 男女共同参画事業の推進と苦情の処理 

（大府市男女共同参画審議会） 

第22条 男女共同参画事業の推進に資するため、大府市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置

く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、行動計画及び男女共同参画の推進に関する重要事項について調査審議し、そ

の結果を市長に答申するものとする。 

３ 審議会は、男女共同参画の推進に関し必要と認める事項について調査審議し、市長に意見を述べることがで

きる。 

４ 審議会は、委員10人以内で組織する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（苦情の処理） 

第23条 市民及び事業者は、市が実施する男女共同参画施策若しくは男女共同参画に影響を及ぼすと認められる

施策又は男女共同参画を阻害する要因による人権侵害に対する苦情がある場合には、市長に申し出ることがで

きる。 

２ 市長は、前項の規定による申出を受けたときは、適切かつ迅速に対応するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による申出のうち、必要があると認めるものについては、審議会の意見を聴くことが

できる。 

４ 市長は、第１項の規定による申出のうち、必要があると認めるものについては、調査を行うことができる。

この場合において、当該申出に係る関係者は、当該調査に協力するよう努めなければならない。 

５ 市長は、前項の規定による調査により、必要があると認めるときは、当該申出に係る関係者に対し、要請又

は指導を行うことができる。 

 

第４章 雑則 

（委任） 

第24条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成15年10月１日から施行する。
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８ 大府市女性登用推進要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、男女共同参画社会の実現に向けて、女性の意見を政策決定の場に反映させるため、大府市の

審議会等委員への女性の登用を積極的に推進することを目的とする。 

（対象） 

第２条 女性の登用を推進する審議会等（以下「審議会等」という｡）は、法令及び条例・規則を根拠に設置され

ている機関とし、要綱等により設置された委員会等についても、これに準ずるものとする。 

（目標） 

第３条 審議会等の委員を委嘱し、又は任命する場合には、女性又は男性のいずれか一方の委員の数が、委員の総

数の１０分の４未満とならないよう努める。 

２ 女性委員のいない審議会等は、委員改選の際に解消する。 

３ 前２項の目標を達した審議会等は、さらに女性委員の登用比率を高めるように努めるものとする。 

（所管の長の役割） 

第４条 審議会等を所管する各課等の長（以下「所管の長」という｡）は、委員改選のとき、女性の登用を推進し、

目標達成に努めるものとする。 

２ 所管の長は、委員の選任基準を見直し、女性の登用ができるよう必要な処置を講ずるものとする。 

３ 所管の長は、女性の人材発掘及び人材育成に努める。 

（登用計画） 

第５条 所管の長は、審議会等への女性登用計画を作成し、市長に提出する。 

（登用状況の報告） 

第６条 所管の長は、毎年４月１日現在の女性登用状況を市長に報告する。 

２ 市長は、報告された女性登用状況を調査し、目標達成のために必要な措置を講ずるものとする。 

（庶務） 

第７条 この要綱に関する事務は、市民協働部青少年女性課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成８年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  

７ 大府市男女共同参画推進会議設置要綱 

（設置） 

第１条 本市における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策について、庁内の連絡調整を行い、総合的か

つ効果的な推進を図るため、大府市男女共同参画推進会議（以下「会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、次の事務を所掌する。 

（１）男女共同参画社会の形成の促進に関する施策について、関係部課との連絡調整に関すること。 

（２）男女共同参画社会の形成の促進に関する施策について、総合的かつ効果的な企画及び推進に関すること。

（３）その他男女共同参画社会の形成の促進に関すること。 

（組織） 

第３条 会議は、市長、副市長及び市長が別に定める者をもって組織するものとし、会議の議長は、市長をもって

充てる。 

２ 会議に幹事会を置く。 

３ 幹事会は、市長が別に定める者をもって構成し、幹事会長は市民協働部長をもって充てる。 

（招集） 

第４条 会議又は幹事会は、それぞれ議長又は幹事会長が招集する。 

（庶務） 

第５条 会議及び幹事会の庶務は、市民協働部青少年女性課において処理する。 

（委任） 

第６条 この要綱で定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成８年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
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３ 幹事会は、市長が別に定める者をもって構成し、幹事会長は市民協働部長をもって充てる。 

（招集） 
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10 おおぶ男女共同参画プランⅥ策定の経過 
 

令和元年度 

年月日 内  容 

令和元年 ６月 ７日 

第１回審議会 

・市男女共同参画調査の実施について 

・プランⅥ策定スケジュールについて 

令和元年 ７月 市男女共同参画調査実施 

令和元年 11 月 15 日 
第２回審議会 

・プランⅤの検証（基本課題１～４） 

令和２年 １月 31 日 

第３回審議会 

・プランⅤの検証（基本課題５～８） 

・プランⅥの基本目標案について 

令和２年 ３月 18 日 
第４回審議会 

・プランⅥの骨子案について（基本目標１～３） 

 

令和２年度 

年月日 内  容 

令和２年 ６月 19 日 
第１回審議会 

・プランⅥの骨子案について（基本目標４・５、指標案） 

令和２年 ８月 11 日 

第２回審議会 

・プランⅥ諮問 

・新愛称案について 

令和２年 ９月 17 日 
大府市議会総務委員協議会 

・プランⅥ案について説明 

令和２年 ９月 30 日 
大府市議会全員協議会 

・プランⅥ案について説明 

令和２年 10 月 １日～ 

  令和２年 10 月 30 日 
パブリックコメント実施 

令和２年 11 月 19 日 

第３回審議会 

・パブリックコメントの実施について説明 

・プランⅥ答申 

・新愛称の決定 

令和３年 ３月 12 日 
第４回審議会 

・プランⅥ令和３年度計画の審議 

 

  

９ 大府市男女共同参画審議会委員名簿 
                         （敬称略）

役職名 氏 名 所 属 等 備 考 

会 長 池田 逸夫 区長、コミュニティ会長経験者  

副会長 山田 惠子 
国際ソロプチミスト愛知ガーデニア 

セクレタリー 

委 員 西村 剛志 大府市立東山小学校 校長  

〃 福永 みつる 愛三工業労働組合 執行委員長  

〃 吉川 一幸 株式会社東海理機 令和元年度まで 

〃 中村 順一 株式会社半谷製作所 令和２年度から 

〃 田端 美知子 
ＮＰＯ法人ミューぷらん・おおぶ 

理事長 

〃 荻野 裕子 公募委員  

〃 間瀬 結子 公募委員  

助言者 岸 智子 南山大学 経済学部 教授  

事務局 

氏 名 所 属 備 考 

玉村 雅幸 市民協働部長 令和２年度から 

丸山 青朗 市民協働部長 令和元年度まで 

間瀬 恵 市民協働部 青少年女性課長  

鈴木 桂子 市民協働部 青少年女性課 青少年女性係長  

寺嶋 弓惠 市民協働部 青少年女性課 青少年女性係  

※所属は、本プラン策定当時のものを掲載しています。 
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令和２年 １月 31 日 
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・プランⅥの基本目標案について 
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・パブリックコメントの実施について説明 
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・新愛称の決定 

令和３年 ３月 12 日 
第４回審議会 

・プランⅥ令和３年度計画の審議 

  

 
 

９ 大府市男女共同参画審議会委員名簿 
                         （敬称略） 

役職名 氏 名 所 属 等 備 考 

会 長 池田 逸夫 区長、コミュニティ会長経験者  
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委 員 西村 剛志 大府市立東山小学校 校長  

〃 福永 みつる 愛三工業労働組合 執行委員長  
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〃 荻野 裕子 公募委員  

〃 間瀬 結子 公募委員  

助言者 岸 智子 南山大学 経済学部 教授  

 

事務局 

氏 名 所 属 備 考 

玉村 雅幸 市民協働部長 令和２年度から 

丸山 青朗 市民協働部長 令和元年度まで 

間瀬 恵 市民協働部 青少年女性課長  
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※所属は、本プラン策定当時のものを掲載しています。 
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12 大府市男女共同参画審議会からの答申 

 
令和２年 11 月○日  

２大青第 716 号 

令和２年 11 月 19 日 

大府市長 岡村 秀人 

 

大府市男女共同参画審議会 

会長 池田 逸夫     

 

 

 

おおぶ男女共同参画推進条例第９条第１項の規定に基づく 

行動計画の改定について（答申） 

 

 

令和２年８月１１日付け２大青第４２９号で諮問のありましたおおぶ男女共同参画推

進条例第９条第１項の規定に基づく行動計画の改定につきましては、慎重に審議した結

果、修正案として別添のとおり答申します。 

なお、改訂に伴い、下記の事項について実施するよう希望します。 

 

記 

 

・男女共同参画社会の実現に向け、その意義や必要性を広く周知し、市、市民、事業者、

教育関係者が協働して取り組むことができるように、プランの実行や関連する事業の実

施に努めること。 

 

・本プランを着実に実行するため、定期的に進捗状況の確認及び評価を行うこと。その

結果を庁内横断的に共有し、全庁的な取組を推進すること。 

 

・社会情勢の変化等に対応するため、必要に応じ本プランの見直しを行い、現状に即し

たプランとすること。 

11 大府市男女共同参画審議会への諮問 

２大青第 429 号 

令和２年８月 11 日 

大府市男女共同参画審議会 

会長 池田 逸夫 様 

大府市長 岡村 秀人 

おおぶ男女共同参画推進条例第９条第１項の規定に基づく 

行動計画の改定について（諮問） 

おおぶ男女共同参画推進条例（平成 15 年９月 25 日大府市条例第 20 号）第９条第２

項の規定に基づき、下記事項について貴審議会の意見を求めます。 

記 

おおぶ男女共同参画プランⅥ（案）について 
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11 大府市男女共同参画審議会への諮問 



12 大府市男女共同参画審議会からの答申 

令和２年 11 月○日  

２大青第 716 号 

令和２年 11 月 19 日 

大府市長 岡村 秀人 

大府市男女共同参画審議会 

会長 池田 逸夫     

おおぶ男女共同参画推進条例第９条第１項の規定に基づく 

行動計画の改定について（答申） 

令和２年８月１１日付け２大青第４２９号で諮問のありましたおおぶ男女共同参画推

進条例第９条第１項の規定に基づく行動計画の改定につきましては、慎重に審議した結

果、修正案として別添のとおり答申します。 

なお、改訂に伴い、下記の事項について実施するよう希望します。 

記 

・男女共同参画社会の実現に向け、その意義や必要性を広く周知し、市、市民、事業者、

教育関係者が協働して取り組むことができるように、プランの実行や関連する事業の実

施に努めること。 

・本プランを着実に実行するため、定期的に進捗状況の確認及び評価を行うこと。その

結果を庁内横断的に共有し、全庁的な取組を推進すること。 

・社会情勢の変化等に対応するため、必要に応じ本プランの見直しを行い、現状に即し

たプランとすること。 

 
 

11 大府市男女共同参画審議会への諮問 

 
２大青第 429 号 

令和２年８月 11 日 

 

大府市男女共同参画審議会 

会長 池田 逸夫 様 

 

大府市長 岡村 秀人 

 

おおぶ男女共同参画推進条例第９条第１項の規定に基づく 

行動計画の改定について（諮問） 

 

おおぶ男女共同参画推進条例（平成 15 年９月 25 日大府市条例第 20 号）第９条第２

項の規定に基づき、下記事項について貴審議会の意見を求めます。 

 

記 

 

おおぶ男女共同参画プランⅥ（案）について 

 

  

68 69
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12 大府市男女共同参画審議会からの答申 
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